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設計図　No.1
1.　関係法令等

　　　　　の遵守

改 修 工 事 特 記 仕 様 書
１
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般
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　工事の施工に当たっては、工事請負契約書、京都市契約事務規則、建築

基準法、建設業法、労働基準法、労働安全衛生法、廃棄物の処理及び清掃

2.　適用 １　この特記仕様書及び図面に記載されていない事項は、以下を適用する。

（１）　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書

（２）　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築改修工事標準仕様

　　　　いう。）

（３）　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築物解体工事共通仕様書

　　　　（令和4年版）」（以下「解体共通仕様書」という。）

に関する法律、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律その他関係

法令を遵守する。　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　[1.1.13]

　　　（建築工事編）（令和７年版）」（以下「標準仕様書」という。）

　　　　書（建築工事編）（令和７年版）」（以下「改修標準仕様書」と

（４）　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築木造工事標準仕様

　　　　書（令和７年版）」（以下「木造標準仕様書」という。）

関する資料を契約担当課に提出しなければならない。

準』等の補足」第１編第３章２（都市計画局都市企画部都市総務課ホーム

　　じなければならない。

　　リングを工事担当課の長から求められたときは、受注者はこれに応

　　　特記仕様書に基づく施工計画書の提出に際して、その内容のヒア

　　　注者はこれに応じなければならない。

　　　その内容のヒアリングを工事担当課の長から求められたときは、受

　　　出しなければならない。施工段階ごとの工事報告書の提出に際して、

　　　　受注者は、監督員の求めに応じて施工段階ごとの工事報告書を提

（３）　施工段階ごとの工事報告書の提出及びその内容のヒアリング

　　　求められたときは、受注者はこれに応じなければならない。

　　　工体制台帳を作成し、その内容のヒアリングを工事担当課の長から

　　　　受注者は、本工事を施工するために下請契約を締結する場合は施

（２）　施工体制台帳の提出及びその内容のヒアリング

（１）　施工計画書の内容のヒアリング

　事項について対応しなければならない。

３　調査対象者が受注者となった場合には、本工事において、次に掲げる

ければならない。

は同要領に定めるものとし、調査対象者はこれに誠意を持って対応しな

２　前項に定めるもののほか、低入札価格調査に関し必要な事項について

（以下「調査対象者」という。）は、同要領第７条に定める調査項目に

１「京都市公共工事低入札価格調査取扱要領」第５条に基づく調査対象者

・保証の免除

　（WTO政府調達協定対象工事）

・保証の額は請負代金額の１０分の３以上とする。

※保証の額は請負代金額の１０分の１以上とする。

による。

査を経て契約を締結した場合は「京都市公共工事低入札価格調査取扱要領」

契約保証の額は原則として下記のとおりとする。ただし、低入札価格調

き渡した工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないも

契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証（引

・保証の額は請負代金額の１０分の３以上とする。（契約の保証は、この

参照のこと。

ページhttps://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000081830.html）を

する。

また、請負工事価格とは請負代金額から、消費税等相当額を減じた額と

に上記算式中「(当初)請負工事価格／(当初)設計工事価格」の値を乗じな

算定に含めないものとし、設計変更により追加する場合は、これらの費用

金等は上記算式中「(当初)請負工事価格／(当初)設計工事価格」の値の

なお、工事に伴う涌水等を公共下水道等に排出する場合の費用及び負担

　／(当初)設計工事価格)

　(変更後)請負工事価格＝（変更後）設計工事価格×((当初)請負工事価格

求め、千円未満切捨てとする。

　工事内容の変更に伴う請負代金額の変更は、原則として次の算式により

上記適用を受けない場合は、「京都市都市計画局『公共建築工事積算基

い。

締結事項を遵守する。

　本工事において、周辺住民等との間に覚書等が締結された場合は、その

６．鉄筋コンクリート工事標準図、鉄骨工事標準図

５．標準仕様書・改修標準仕様書

４．図面

３．特記仕様書

２．現場説明書

１．質問回答書（以下に対するもの）

設計図書の優先順位は次のとおりとする。

　　　する。

（４）設計図書に規定する事項は、受注者の責任において履行するものと

　　　又は当該表を示す。

　　　特記事項に記載の<　>表示番号は、解体仕様書の当該項目、当該図、

　　　当該図、又は当該表を示す。

　　　特記事項に記載の［　］内表示番号は、改修標準仕様書の当該項目、

　　　該図、又は当該表を示す。

（３）特記事項に記載の（　）内表示番号は、標準仕様書の当該項目、当

　　　・印と※印が両方付いている場合は、共に適用する。

　　　・印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

（２）特記事項は、・印の付いたものを適用する。

２　適用範囲

（１）項目は、番号に　印の付いたものを適用する。

を保証する特約を付したものに限る。）とする。）

の（以下「契約不適合」という。）である場合において当該契約不適合

　　　　また、本工事に電気設備工事及び機械設備工事を含む場合は、そ

　　　れぞれ当該工事の標準仕様書等を適用する。

7.　低入札価格

　　　　調査制度

6.　契約の保証

5.　設計変更

4. 覚書の締結

3.　優先順位

価格調査を経て契約を締結した場合の前払金及び中間前払金の取扱につい

　　　グを工事担当課の長から求められたときは、受注者はこれに応じな

　　　ければならない。

　　支払い条件

　請負代金の支払条件は原則として下記のとおりとする。ただし、低入札

ては、「京都市公共工事低入札価格調査取扱要領」及び「京都市公共工事

に係る前払金に関する規則による前払金取扱要綱」による。

8.　請負代金の
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　１．前金払

　　・　前払金の支払いは行わない。

　　※　請負代金額の［　　　］％以内

　２．中間前金払及び部分払

　　　中間前金払及び部分払については、いずれか一方を受注者が選択す

　　選択できない。

　　　それぞれの内容については下記のとおりとする。

　　（1）中間前金払の場合：請負代金額の[　　　]％以内

　　　　中間前払金の支払いは、受注者からの請求により、本市が同要領

　３．完成払：完成後

(8-1)

単年度契約工事

　　る。ただし、予定価格が300万円未満の工事については、中間前金払は

１．前金払

・　前払金の支払いは行わない。

　※　下記の条件により支払う。
支払年度 前　払　金　支　払　限　度　額

令和［　　］年度 令和［　　］年度工事出来高予定額の［　　　］％以内

令和［　　］年度 令和［　　］年度工事出来高予定額の［　　　］％以内

令和［　　］年度 令和［　　］年度工事出来高予定額の［　　　］％以内

　２．中間前金払及び部分払

(8-2)

債務負担行為等に基

づく複数年契約工事

　　（2）部分払の場合：［　　　］回以内

　　　　に掲げる要件の全てに該当したことを確認したうえで行う。

　　　告書を提出しなければならない。

　　　防及び建設公害防止等について安全点検を実施し、安全点検実施報

　　　　受注者は、監督員の求めに応じて、仮囲い、掘削、足場、火災予

（４）　安全点検実施報告書の提出及びその内容のヒアリング

　　　　また、安全点検実施報告書の提出に際して、その内容のヒアリン

　　　中間前金払及び部分払については、いずれか一方を受注者が選択す

　　る。ただし、中間前払金を請求した後であっても当該工事における各

　　会計年度の出来高予定額（最終の会計年度に係るものを除く。）に係

　　る当該年度末（当該年度末における出来高が当該会計年度の出来高予

　　定額に達しないときは、当該年度末又は当該出来高予定額に達した時

　　点。）の出来高に対する部分払（以下「年度末部分払」という。）を

　　行うことができるものとし、当該中間前払金を請求した会計年度の翌

　　会計年度以降においては部分払を請求することができる。なお、年度

　　末部分払以外の場合は、同一年度内において中間前払金を請求した後

　　に部分払の請求を行うことはできない。 

　　　また、部分払を請求した後であっても、当該部分払を請求した会計

　　年度の翌会計年度以降においては、中間前払金を請求することができ

　　る。ただし、同一年度内において部分払を請求した後に中間前払金の

　　請求を行うことはできない。

　　　なお、予定価格が300万円未満の工事については、中間前金払は選択

掲げる要件の全てに該当したことを確認したうえで行う。

　　（1）中間前金払の場合
支払年度 中 間 前 払 金 支 出 限 度 額

令和［　　］年度工事出来高予定額の［　　　］％以内令和［　　］年度
令和［　　］年度工事出来高予定額の［　　　］％以内令和［　　］年度

令和［　　］年度 令和［　　］年度工事出来高予定額の［　　　］％以内

　中間前払金の支払いは、受注者からの請求により、本市が同要綱に

　　（2）部分払の場合：令和［　　　］年度［　　　］回以内

　　　　　　　　　 令和［　　　］年度［　　　］回以内

　　　　　　　　　 令和［　　　］年度［　　　］回以内

　３．完成払：完成後

　４．各年度の支払限度額及び工事出来高予定額は、下記の比率による。
支払年度 支払限度額 工事出来高予定額

令和［　　］年度 請負代金額の[　　　]％ 請負代金額の[　　　]％

令和［　　］年度 請負代金額の[　　　]％ 請負代金額の[　　　]％

令和［　　］年度 請負代金額の[　　　]％ 請負代金額の[　　　]％

　　　それぞれの内容については下記のとおりとする。

　　できない。

10.　法定外の労災

　　 保険

　受注者は法定外の労災保険に加入しなければならない。

　法定外の労災保険とは、国の労働者災害補償保険（労災保険）の給付に

上乗せして保険金を給付する保険をいう。

11.　資材及び労務

　　 の調達

　本工事の施工に当たっては、可能な限り本市に本店を有する事業者から

資材及び労務の調達に努める。

12.　各種調査等 　受注者は、本工事が公共事業労務費調査等の対象工事となったときは、

調査書類の作成等に協力する。

（ただし、前払金、部分払金の当該年度の累計は、その年度の支払限

　度額を超えることは出来ない。また、各年度において当該年度の支

　払い限度額に達しないときは、その差額を翌年度の支払い限度額に

　合算するものとする。）

9.　工事保険 　工事目的物及び工事材料(支給材料を含む。)等を対象とする建設工事保

険又は組立保険に加え、第三者に対する対人・対物事故による法律上の損

害賠償を負担できる請負業者損害賠償責任保険に加入し、その「証券の写

し」又はこれに代わるものを監督員に提出する。保険期間は、契約工期の

　ただし、機械器具設置工事等の組立保険期間は、保険の対象物が発生す

る日から工事の目的物の引渡しの日までとすることができる。

　なお、団体保険等に付している場合については、上記「証券の写し」又

は保険会社が発行する証明書（保険内容等の必要な情報が確認できるもの

に限る。）に加え、当該保険に加入している団体等へ受注者が加入して

いることを証明する書類(「工事保険加入証明書」という。)を監督員に提

出する。

開始日又は監督員との協議により定めた日から工事目的物引渡しの日まで

とする。

　その他、制度、様式等は「建設業退職金共済事業本部ホームページ

（http://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp）を参照する。

　紙貼付枚数方式及び電子申請方式のいずれかを選択する。

　を、工事事務所及び工事現場の出入口等の現場労働者の見やすい場所に

　掲示する。

３　下請負者の規模が小さく管理事務の処理の面で万全でない場合は、受

　注者がその事務を代行する。

４　掛金収納書（証紙貼付方式による場合は掛金収納書提出用台紙に貼付）

　を工事請負契約締結後原則１か月以内（電子申請方式による場合は、工

　事請負契約締結後原則４０日以内）に監督員に提出する。

　　なお、必要に応じて「建退共証紙購入等計画書」の提出を求めること

　がある。 

定価格(税込）が1,000万円以上の工事については、４及び５の書類を監督

員に提出又は提示する。

　に提出し、次の書類を提示する。

　(1)（証紙貼付方式による場合）工事別共済証紙受払簿

　(2)（電子申請方式による場合）被共済者就労状況報告書、掛金充当書

１　受注者は建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、証

２　「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」という標識（シール）

14. 工事実績情報

　　の登録

５　工事完成時、「建設業退職金共済制度掛金充当実績総括表」を監督員

請負代金額が５００万円以上の工事については、工事実績情報システム
（コリンズ）（一般財団法人日本建設情報総合センター）
により工事情報を登録（仮登録）し、オンライン上で監督員の確認を受け

た後、次に示す期間内（休日を除く。）に登録申請（本登録）を行い、登

録されたことを証明する資料を監督員へ提示する（提示方法は、システム

から監督員へのメール送信による）。

る際には、下請負者に対して本制度の周知徹底を図る。

を雇用する場合については以下の１～３に注意し適切に運用し、また、予

13. 建設業退職金

　　共済制度

　　（建退共制度）

　受注者は、本工事に関わる現場雇用労働者（下請負者が雇用する労働者

を含む。）の退職金制度について把握に努める。また、下請契約を締結す

　建設業退職金共済制度対象労働者（下請負者が雇用する労働者を含む。）

　　　　　　　　　　・契約の日の翌日から１０日以内

なお、変更時と工事完成時の間が１０日に満たない場合は、変更時の

15. 週休二日工事

（令和８年７月改定）

３．工　　期

㎡

　着工命令の日から　　　　　　　か月以内

　契約の日の翌日から　　　　　　か月以内

　※概成工期は公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和７年版）

　　第１章第１節1.1.2(ヌ)による。

　概成工期　工期の末日の　　か月前

４．関連工事等の調整

　
　概成工期　令和　　年　　月　　日

　する工事については、年度末までに完成検査に合格しなければならない。)

　に完成検査を実施することができるものとするが、年度内を契約工期と

　工事請負契約書第３４条第１項に規定する通知の日から起算して１４日以内

　ただし、本市の都合により契約工期内に完成検査が実施できない場合には、

　また、契約工期内に完成検査に合格しなければならない。

　揮発性有機化合物の室内空気測定を行う場合の養生期間等を含む。

（工期には、完成検査及び手直しの必要がある場合に要する期間並びに

　　　　複合型枠合板（心材針葉樹材）の使用に努める。

　　　換気に努め、ＶＯＣ等の放散を図る。

　　※　本工事の施工に当たり、別に定めるシックハウス対策を行うほか、積極的に室内

　　※　本工事の型枠材料については、熱帯木材の保護の見地から、型枠合板については

６． その他

　（２）付帯工事

５．工事種目

　本工事とは別契約の関連工事等（以下「関連工事等」という。）は次のとおりである。

受注者は監督員が行う調整に協力し、当該工事関係者とともに工事全体の円滑な施工に努

めるとともに、共同で処理すべき事項（事故防止、付近道路の清掃等）については協力し

て行うこと。

　入札参加者は、中東情勢を鑑み、本工事に必要な建設資材等の調達見通しについて、 

最新の情報に基づき十分な確認に努めること。 

 また、受注者は、工事着手時及び工事中適宜、建設資材等の納入状況等について、 

円滑な施工確保の観点から監督員と情報共有を図るものとする。

本工事は以下の対象工事である。（〇印の付いたものを適用する。）

（・完全 ・月単位の ・通期の）週休二日工事（発注者指定方式）

　・建設キャリアアップシステム試行工事（受注者希望方式）

　・情報共有システム試行工事（発注者指定方式）

　・フレックス工期適用工事（発注者指定方式）

※以下の箱書きはフレックス工期を適用した場合に記載する。

本工事は下記のフレックス工期を適用した工事であり、発注方式は発注者が

工事の始期を指定する「発注者指定方式」とする。※①又は②を選択

     　 　  　     （着工命令の予定日は令和▲▲年▲▲月▲▲日）

　なお、低入札価格調査等により、上記の工期の始期以降に契約締結となった

場合には、フレックス工期は適用しない。

　 　 余裕期間：契約の日の翌日から令和■■年■■月■■日まで

① 　 工　　期：令和●年●●月●●日から令和▲年▲▲月▲▲日まで

② 　 工　　期：着工命令の日から●●ヵ月間以内

   　 余裕期間：契約の日の翌日から着工命令の日の前日まで

　　・電気設備工事　　　　　　

　　・空調衛生設備工事　　　　

１ 工事受注時　　　※契約工期の開始日から１０日以内

２ 登録内容の変更時　配置技術者等の変更又は変更契約締結後１０日以内

３ 工事完成時　　　　工事完成後１０日以内

１　対象区分 

　本工事は以下の区分の対象とする。 

  ・完全週休二日（発注者指定） 

２　受注者は、契約工期開始後速やかに、週休二日取組み状況予定につい

　て記載した資料を作成し、監督員に提出する。工事中においては、三週

　間工程表など工程を記録した書類に現場閉所日を記載し、監督員に提出

　する。なお、完全週休二日及び月単位の週休二日の場合は、月ごとに週

　休二日取組み状況実績を記載した書類を監督員に提出する。 

３　受注者は、週休二日工事である旨を仮囲い等労働者の見やすい場所に

　掲示する。 

４　受注者は、工事完了後、速やかに書面にて最終の達成状況を報告する。

５　受注者は、工事完成後、速やかに下記ホームページに掲載するアン

　ケート調査に協力する。

　「京都市都市計画局週休二日工事実施要領」を参照すること。

６　その他、詳細（参考様式含）については、５のホームページに掲載の

16. 建設キャリア

　　アップシステム

　　（CCUS）

１　受注者は、建設キャリアアップシステムを活用する場合、契約締結後

　速やかに試行の意思を工事打合せ簿により監督員に通知すること。

２　完成検査時に、建設キャリアアップシステムから出力した現場・契約

　情報等の帳票及び利用状況の写真を監督員に提示し、履行状況を報告す

　ること。

３　その他詳細については、「京都市都市計画局建設キャリアアップシス

　テム試行要領」に基づき取り組むこと。

　(https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000324330.html)

17. 情報共有

　　システム

１　システム事業者との契約、システムの利用登録、利用料金の支払い等

２　受注者は完成検査後、工事書類の電子データをDVD-R等により提出する

　こと。

３　その他詳細については、「京都市都市計画局情報共有システム試行要

　領」に基づき取り組むこと。

　(https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000296792.html)

　の手続は、受注者が行うこと。

　　上記のほか、工事区分表による。　　　　　　　　　　　　　　　　　（1.1.7）[1.1.7]

登録申請を省略できる。         　　   　　　　　　　　　  [1.1.4]

　（https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000253120.html） 

  ※月単位の週休二日（発注者指定） 

  ・通期の週休二日（発注者指定） 

京都市北部クリーンセンター大規模改修工事
　ただし、工場棟排水槽改修工事

施設整備課

令　和　８　年　８　月

京　都　市　北部クリーンセンター大規模改修　工　事

た　だ　し　、　工場棟排水槽改修　　　　　　工　事

１．工事場所　　　　　京都市右京区梅ケ畑高鼻町２７番地

２．敷地面積　　　　　94,867.2

　契約の日の翌日から令和　９　年　３　月　３１ 日まで

　　・その他　　（　　プラント設備大規模改修工事　　）

Ⅰ．工事概要

　（１）主体工事　　　排水槽改修工事

17

https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000081830.html
http://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp
https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000324330.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000296792.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000253120.html
uetch865
発注図



章
枚の内

項　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項 章 項　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項

項　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項 章 項　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項

改修工事特記仕様書－２

設計図　No.2
18. フレックス工期 １  余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者及び現場代理人を配置する

　ことを要しない。

２　受注者は、余裕期間内において、現場に搬入しない資材等の準備を行

　うことができるが、資材の搬入、仮設物の設置等を含め工事に着手して

　はならない。

　　なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責により行うものとする。

章
３　その他詳細については、「京都市都市計画局フレックス工期による契

　約方式に係る事務取扱要領」に基づき工事を実施すること。

　（https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000081830.html）

１　本工事は、猛暑による作業不能日数（●日間）を当初工期に見込んで

　いる。この日数は、環境省が公表する京都地点におけるＷＢＧＴ値（気

　温、湿度、日射・輻射を考慮した暑さ指数）の直近過去５か年分（20●

　●年～20●●年）について、４月から１０月までの間（行政機関の休日

　に関する法律（昭和63年法律第91号）に定める行政機関の休日及び夏季

　休暇（３日）を除く。）において、８時から１７時までの間にＷＢＧＴ

　値が３１以上となった時間を算定し、日数に換算（算出された時間を８

　で除す）したものの５か年平均（小数点以下第１位を四捨五入し、整数

　としたもの）である。  

２　工期中に実際に発生した猛暑による作業不能日数が、上記１の日数か

　ら著しく乖離した場合には、受注者は発注者へ工期の延長変更を協議す

　ることができる。   

  　なお、工期中に発生した猛暑による作業不能日数は、当該現場におけ

　る定時の現場作業時間において、工事場所近傍の観測地点における環境

　省が測定・公表するＷＢＧＴ値が３１以上となった時間であり、かつ、

　受注者が契約工事単位で全作業を中断し、又は現場を閉所した時間を算

　定し、日数に換算（算出された時間を８で除す、小数点以下第１位を四

　捨五入）したものとする。   

　ＷＢＧＴ値の公表：環境省熱中症予防情報サイト

　（https://www.wbgt.env.go.jp/ ）  

３　その他、詳細については、下記ホームページに掲載の「京都市都市計

　画局営繕工事における猛暑及び熱中症対策に係る試行要領」に基づき工

　事を実施すること。   

　（https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000081830.html ） 

２　受注者は、前項に掲げる各法令等の趣旨を踏まえ、当該契約に係る産

　処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）及びその

　関係法令のほか、「建設産業廃棄物処理指針（平成２２年度版）」を遵

　守しなければならない。

１　受注者は、当該契約に係る産業廃棄物の処理に当たっては、廃棄物の

　業廃棄物の処理に当たっては、再利用できる場合は当該方法による処理、

　処分方法を採用するとともに、原則として自ら行い、同指針1.2(10)に

　規定する排出事業者として、同指針2.1の責務を負っていることを十分

　に認識し、信義に従って誠実に対応しなければならない。

１　受注者は、請負代金額が１００万円以上（請負代金額の変更があった

　場合を含む。）の工事を施工する場合、契約締結後速やかにコブリス

　プラスによる再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を作成し、

　監督員に提出する。

２　受注者は、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判

　断の基準となるべき事項を定める省令第９条又は建設業に属する事業を

　行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判断の基準と

　なるべき事項を定める省令（以下「指定副産物省令」という。）第８条

　における掲示の対象となる工事については、現場掲示用の再生資源利用

　（促進）計画書を工事現場の見やすい場所に掲示する。

　　以下のいずれかに該当する場合に掲示が必要

　　　　　　　　２ 砕石500ｔ以上

　　　　　　　　３ 加熱アスファルト混合物200ｔ以上

　　　　　　　　２ Co塊、Aｓ塊、建設発生木材の合計が200ｔ以上

　　　 搬　入 　１ 土砂500m3以上

　　　 搬　出　 １ 土砂500m3以上

３　５００m3以上の建設発生土を搬出する工事は、指定副産物省令に基づ

　く確認結果票を作成し、当該計画書と併せて掲示する。

４　受注者は、工事完成後速やかに、コブリス・プラスによる再生資源利

４　この特記仕様書に反して当該契約の産業廃棄物が処理された場合は、

　受注者に対して必要な措置を命じることがある。このとき受注者は、速

　やかに指示に従わなければならない。

３　受注者は、当該契約に係る産業廃棄物の処理状況を明らかにするため、

　施工計画書に産業廃棄物処理の計画について記載するほか、「廃棄物処

　理委託契約書」、「処分・収集運搬業許可証の各写し」及び「産業廃棄

　物管理票（マニフェスト）」を監督員に提示する（電子マニフェストの

　場合は受渡確認表を提示）。

20. 産業廃棄物

　　処理関係

21. 建設副産物

　　に関する取扱い

　　熱中症対策

19. 猛暑及び

２　建設発生土に係る土壌調査

　・　土壌調査を実施する。（試料検体数　　　）

　　　搬出先が指定する基準（調査項目及び基準値）による土壌調査を実

　　施する。

　　また、調査後に以下の資料を監督員に提出する。

　(1) 土壌分析結果証明書

　(2) (1)の試料を採取した地点を示す図面及び当該地点の写真

　　なお、搬出先が「京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する

　条例」（以下「土砂条例」という。）第１０条に基づく土地の埋立て等

　の許可（変更を含む。）を必要とする場合は、搬出先の求めに応じ、許

　可に必要な資料の作成に協力する。

　・　土壌調査を実施しない。

こと。

書を作成して監督員に提出する。　　　　　　　　　　　　（1.3.11）

源化施設等（廃棄物処理法律第１４条の許可を受けた施設）に搬入し調

なお、再生資源化を図るものと指定したものは、分別を行い、再生資

※　アスファルト　　※　木材

※　コンクリート　　※　コンクリート及び鉄から成る建設資材

  　<4.1.1><5.1.1>

 　　　　　<6.1.1>

 　　　　　[1.3.12] を監督員に提出のうえ、本市へ引渡す。

発生材の種類：※ポリ塩化ビフェニル(PCB)を含有しているもの。

　　　　　　　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

２　発生材のうち、特別管理産業廃棄物については、以下のとおり処理す

る。

発生材の種類：※廃石綿（処理方法は[9.1.1]〈6.1.1〉による。）

　　　　　　　・その他（処理方法：　　　　　　　　　　　 ）

昭和４７年度以前の製品については、ポリ塩化ビフェニルを有している

関する特別措置法」に従い、本市監督員の指示した場所に保管する。

おそれがあるため、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に

建具廻り等に用いられているポリサルファイド系シーリング材のうち、

　　　ただし、搬出先が土壌調査を求めた場合や搬出する土砂等が土砂条

　　例第８条に規定する埋立基準に適合しないおそれがあると認められる

　　場合は、監督員と協議すること。協議のうえ、土壌調査を実施するこ

　　とになった場合は、設計変更の対象とする。

　用実施書及び再生資源利用促進実施書を作成し、監督員に提出する。

１　本工事が、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建

　設リサイクル法」という。）の対象工事である場合は、以下の書類を監

　督員に提出する。

　(1)　同法第１２条第１項の規定で定める説明書（契約締結前に提出）

　(2)　同法第１３条及び省令第４条に基づく書面（着工関係書類に添付）

　　なお、届出の記載内容に変更が生じた場合は、同条第２項の規定によ

　　り、速やかに届出を再提出する。
工事の種別 対象となる規模

建築物の解体 床面積の合計80㎡以上

建築物の新築・増築 床面積の合計500㎡以上

建築物の修繕・模様替等（リフォーム等） 請負金額額１億円以上

その他の工作物に関する工事（土木工事等）請負金額額５百万円以上

２　再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書に建設リサイクル法

　施行規則第５条第１項各号に掲げる事項が記載されている場合は、建設

　リサイクル法第１８条の規定に基づく報告書の提出を省略できる。

22. 資材の

　　再資源化等

　　に関する取扱い

　建設発生土は、原則として下記のとおり処理する。

１　搬出先

　　　　　　　　　所在地：

　・　指定地処分　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　（搬出先へ建設発生土の受領書を求め、監督員に提示する）

　・　場内敷均し

１　以下の発生材は、監督員の指示する場所に整理し、その調書

３　以下の発生材は、現場において再利用又は再生資源化を図る

４　石綿の取扱いは、以下のとおりとする。

　(1)　石綿の取扱いに当たり、石綿障害予防規則、大気汚染防止法及び

　 「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対

　 策徹底マニュアル（令和８年２月改正）」等関係法令等を遵守する。

(2)　解体又は改修工事に当たっては、４（5）に示す石綿の有無にかか

　 わらず、全ての部位及び材料について、事前調査を行い、「解体等

   工事に係る事前調査説明書面」を監督員に提出する。また、大気汚染

   防止法第１８条の１５第６項及び石綿障害予防規則第４条の２第１項

   に基づき提出したそれぞれの報告書の写しを監督員に提示する。

ア　調査について貸与する図書は、下記による。

 　 （　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

イ　分析調査を行う場合は、「建材中の石綿含有率の分析方法につい
  て」（最終改正 令和3年12月22日 基発 1222 第 18 号）に基づき、

　定性分析又は定量分析を行うこと。

(3)　石綿含有建材の除去等作業を行うに当たり、作業計画書を作成し監

　 督員の承諾を得る。

(4)　石綿含有建材の除去等の作業が終了したときは、その結果を書面で

　 監督員に報告する（特定粉じん排出等作業完了報告書）。

(5)　なお、現時点で石綿を含むと想定しているものは、次のアからエの

　 とおりとする。各レベルは、建設業労働災害防止協会による石綿含有

　 建材別作業レベル区分を示す。

ア　吹付け石綿（吹付けパーライト、吹付けバーミキュライト含む）

 　 対象部位及び材料（　　　　　　　　　　　　 ）（レベル１）

イ　石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材

 　 対象部位及び材料（　　　　　 　　　　　　　）（レベル２）

ウ　石綿含有成形板等

 　 対象部位及び材料（ 　　　　　　　　　　　　）（レベル３）

エ　石綿含有仕上塗材（吹付けパーライト、吹付けバーミキュライト

　を除く）

　　対象部位及び材料（　　　　　　　　　　　　 ）

５　ＣＣＡ処理木材の処理      ※例は案件ごとに変更してください 

　設計時点でCCA処理木材の調査・確認の対象と想定している建築物（室）

（例：体育館、南校舎１階、倉庫b） 

  　昭和３８年～平成１０年（1963年～1998年）頃に建築された建築物等

　の土台、大引き、根太等にはＣＣＡ処理木材（クロム、銅、ヒ素化合物

　系木材防腐剤処理木材）が使用されている恐れがあるため、該当の有無

　を調査・確認し、該当する場合は、適切な焼却・排ガス処理設備を有す

　る処理施設で処分する。 

  　調査方法は、以下のア～ウの有無を原則目視で確認し、いずれかが確

　認されればＣＣＡ処理木材の可能性が高いため、監督員と協議のうえ、

　分析試験を実施する。また、目視確認による判断が困難な場合について

　も同様に分析試験を実施する。目視確認及び試験結果については書面で

　監督員へ提出する。なお、ＣＣＡ処理木材の調査対象の建築物（室）が

　複数ある場合で、それらの建築年次が同じであれば、いずれか１つの建

　築物（室）から検体を採取すればよい。 

  　分析試験の結果、含有反応があった場合は、監督員と協議のうえ、適

　切な処理施設で処分する。ＣＣＡ処理木材に関わる分析試験費、運搬費

　及び処分費については設計変更の対象とする。 

   ア ＪＩＳマークの有無（Ｃ－１、Ｃ・１） 

   イ 刺傷（インサイジング）の有無 

   ウ 着色（薄緑色）の有無

工事の実施に当たり、工事現場の安全を統括的に管理するため、労働安

全衛生法第３０条第２項に基づき、同条第１項の措置を講ずべき者（以下　　者の指名

「統括安全衛生管理義務者」という。）として、特定元方事業者を一人指

名する。

者に場所、時間、方法等について説明を行い、確認を受ける。

３　既存の消防設備等の工事においては、工事中もできる限り消防設備器

具及びシステムが作動する状態を保つように留意する。工事の関係上や

むを得ず設備の器具及びシステムの作動を停止又は休止させる場合は、

事前に所轄消防署の指導を受ける。

　既存施設を施工する場合、現場代理人はその都度監督員及び防火管理

※本工事の契約後、本工事の受注者を統括安全衛生管理義務者として指

名することについて、同意を求める予定である。

・別途発注する以下の工事の受注者を統括安全衛生管理義務者として指

名する予定である。

　　安全確保

　　環境保全等 の施工の各段階において、騒音、振動、粉塵、臭気、大気汚染、水質汚

濁等の影響が生じないよう、周辺環境の保全に努める。

１　各種関係法令によるほか、建設副産物適正処理推進要綱に従い、工事

２　仕上塗材、塗料、シーリング材、接着剤その他の化学製品の取扱いに

当たっては、当該製品の製造所が作成した安全データシート（ＳＤＳ）

を常備し、記載内容の周知徹底を図り、作業者の健康、安全の確保及び

環境保全に努める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [1.3.11]

公害の防止に努め、工事に当たっては「低騒音型・低振動型建設機械の
指定に関する規程」(最終改正：平成１３年４月９日国土交通省告示第４８

１　各種関係法令によるほか、建設工事公衆災害防止対策要綱及び、建築

工事安全施工技術指針を踏まえ、常に工事の安全に留意して現場管理を

行い、施工に伴う災害及び事故の防止に努める。　　　　　　　[1.3.7]

火気の取扱い、火花等の飛散に十分注意するとともに、火災防止に有効

　な材料で養生するほか、消火器や水の入った容器を作業場所周辺に配置

　し、火災防止の徹底を図る。

７号）に基づき指定された建設機械の使用を原則とする。

２　火気の使用及び火の粉の飛散等火災のおそれのある工事を行う場合は、

ことを確認したうえで報告する。

に報告する。それ以外の工事の場合は、測定し、下記の指針値以下である

　改修工事の場合は揮発性有機化合物の室内濃度を測定し、書面で監督員

品、旧ＪＡＳのＦC0規格品等）を使用する。

該当する材料等がない場合はＦ☆☆☆又はその同等品（旧ＪＩＳのＥ0規格

ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品又はその同等品の使用を原則とし、

　　室内濃度の測定

　　化合物の

　　する建築材料等

　・　本工事は学校用途のため、下記６項目全ての化学物質を測定する。

　・　本工事は学校以外の用途のため、パラジクロロベンゼンを除いた５

　　　項目の化学物質を測定する。

測定対象室  ※対象室名（　　　　　　　　　　　　　　）

 ・改修室　全室
室の床面積Ａ㎡ A≦50 50＜Ａ≦200 200＜Ａ≦500 500＜Ａ

測定箇所数 測定箇所数 １ ２ ３ ４

全測定箇所において、測定対象化学物質の濃度を同時に測定する。

　測定は、パッシブ型採取機器を用いて以下の要領で行う。
測定方法

測　定　の　準　備 測　　　定
① 30分間換気 ② 5時間閉鎖 ③ 原則24時間（8時間）測定

採取機を設置 採取機を回収

 測定回数は１回とし、複数回の測定は不要とする。

 ①②③において、換気設備又は空気調和設備は稼動させたままとする。

 ただし、局所的な換気扇等で常時稼動させないものは停止させたまま

 とする。
測定対象 測定対象化学物質名 厚生労働省指針値（25℃の場合）

化学物質 ホルムアルデヒド 0.08ppm以下

トルエン 0.07ppm以下

キシレン 0.05ppm以下

エチルベンゼン
スチレン 0.05ppm以下
パラジクロロベンゼン 0.04ppm以下

受注者は、適用する技能士の資格を証明する資料を施工計画書に添付す

工事種別 工事細分 適用技能士の区分 作業内容

 1級鉄筋施工技能士  鉄筋の加工
・鉄筋工事  加工及び組立

　　　(鉄筋組立作業)  及び組立て作業

 型枠組立て
・型枠  1級型枠施工技能士

　　　　工事作業
・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

 1級ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送
・ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送

　　　　　施工技能士 　　　　工事作業

・鉄骨工事 搬入及び建方  1級とび技能士 とび作業

0.085ppm以下

技能士

（旧　樹脂接着剤注入

　　　　　施工技能士）

(ｱｽﾌｧﾙﾄ防水  ｱｽﾌｧﾙﾄ防水
・ｱｽﾌｧﾙﾄ防水

　　　　工事作業) 　　　　工事作業

・改質ｱｽﾌｧﾙﾄ (改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄﾄｰﾁ 改質ｱｽﾌｧﾙﾄ

 　　ｼｰﾄ防水 工法防水工事作業) 　ｼｰﾄ防水工事作業

(ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ系塗膜 ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ系塗膜
１
級
防
水
施
工
技
能
士

・塗膜防水
　防水工事作業) 　　防水工事作業

(合成ｺﾞﾑ系ｼｰﾄ防水 合成ｺﾞﾑｼｰﾄ防水

・合成高分子 　　　工事作業) 　　　　工事作業

　ﾙｰﾌｨﾝｸﾞ防水 (塩化ﾋﾞﾆﾙ系ｼｰﾄ防水塩化ﾋﾞﾆﾙ系ｼｰﾄ防水
・防水工事

　　　　 工事作業)　　　　 工事作業

ｼｰﾘﾝｸﾞ防水工事作
(ｼｰﾘﾝｸﾞ防水

・ｼｰﾘﾝｸﾞ 業(ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙの目地
　　　　工事作業)

充填に限る。)

(ｾﾒﾝﾄ系防水 ｾﾒﾝﾄ系防水
・ﾓﾙﾀﾙ防水

　　　　工事作業) 　　　　工事作業

・ｱｸﾘﾙｺﾞﾑ系 (ｱｸﾘﾙｺﾞﾑ系塗膜 ｱｸﾘﾙｺﾞﾑ系塗膜

　塗膜防水 　　防水工事作業) 　　防水工事作業

・FRP塗膜防水 (FRP防水工事作業) FRP防水工事作業

・花こう岩類
1級石材施工技能士

・石工事 　の石張り 石張り工事作業
　　　(石張り作業)

・大理石張り

・陶磁器ﾀｲﾙ張り ﾀｲﾙ張り作業

・ﾀｲﾙ工事 ・陶磁器ﾀｲﾙ 1級ﾀｲﾙ張り技能士
ﾀｲﾙ型枠先付け作業

　型枠先付け

・長尺金属板葺 1級建築板金技能士
屋根金属薄板ぶき

・屋根及び ・折板葺 　 (内外装板金作業)

　　とい工事
・粘土瓦葺 1級かわらぶき技能士 かわらぶき工事

・外壁改修 ・ｴﾎﾟｷｼ樹脂 1級樹脂接着剤注入施工

　工事 　注入工事

　(　　　　　　　 　) 　(　　　　　　　 　　　　 　) 　(　　　　 　　　　 　)
・その他

　(　　　　　　　 　　　　 　) 　(　　　　 　　　　 　)

※適用工事であっても、当該工事種別の施工面積等が小さい場合は、監

督員と協議のうえ、当該工事種別の技能士の適用を除外することがで

きる。

　(　　　　　　　 　)

　京都市都市計画局建築請負工事中間検査実施要領第４条に基づき、本

市検査職員の検査を行う場合がある。

　本工事にて設置する機材（　　　　　　　　　）については、「京都市

都市計画局工場等派遣中間検査実施要領」に基づき、工場等派遣中間検査

（以下、「工場検査」という。）を監督員が立会いのうえ実施する。

　ただし、工場検査対象機材であっても監督員が指示する場合は、監督員

が立会する工場検査を行わない。

　なお、新製品及び特殊製品等で品質確保のために工場検査が必要となる

場合がある。

１　本工事の施工に伴い、電気工作物を設置した場合は、必要に応じて、

　　電気保安技術者を配置し、適切に管理する。

　２　配置する電気保安技術者の資格等を証明する資料を施工計画書に

　　添付する。

　３　本工事で必要な電気保安技術者の設置を関連工事等の受注者へ依頼

　受注者は、労働時間短縮の推進を図るため、作業は原則として、本市の

休日を定める条例による休日（以下「休日」という。）は行わないことと

し、平日に行うよう努めなければならない。

　なお、作業内容、作業工程の都合等により、作業時間の延長や休日作業

を実施する場合は、監督員と協議する。その場合、検査及び施工の立会い

は、原則として行わない。

　本工事に必要な官公署その他への届出等は、受注者が行うこととし、届

出手続等の内容については、あらかじめ監督員に報告する。

　なお、道路占用料・道路使用許可申請手数料は本工事に含まない。

上記以外で増員する場合は、監督員と協議のうえ配置する。

ただし、主要資材等の搬出入時については適宜増員し、工事の安全を図る。

の警備員とする。）（農林水産省及び国土交通省発表の公共工事設計労務

　交通誘導警備員　・Ａ　※Ｂ（警備業法第４条の認定を受けた警備業者

　着工から引渡しまでの工事及び試運転に必要な電力、ガス、水道等の使

用料金は、受注者の負担とする。

・　設置する(以下の１から６による)　・　設置する(標準仕様書による)

１　設　置

　　同一工事現場において、複数の工事がある場合は、１枚にまとめるこ

　とができる。

　なお、図中に施工日等を記載する場合はこの限りでない。

　なお、測定に関する計画書（測定方法、分析機関、専門機関等の資料）

を作成し、監督員の承諾を受けたうえで測定を行う。　　　　　[1.7.10]

る。また、適用した技能士を変更又はは追加する場合は、該当する

技能士の資格を証明する資料を、施工計画書に新たに添付する。

に基づき実施する。

　材料の搬入検査は、「京都市都市計画局工事用機材検査要領」

23.建設発生土の処理

24. 発生材の処理等

25.　特定元方事業

26. 施工中の

27. 施工中の

28. 建設機械

29. 化学物質を放散

30. 揮発性有機

31. 技能士

32.電気保安技術者

33. 中間検査

34. 工場検査

35. 材料の搬入検査

36. 施工日等

37. 交通誘導警備員

38. 工事電力等の
　  負担

39. 官公署その他へ

　　の届出手続等

40. 工事現場に

　　おける表示板

　　設置

（令和８年７月改定）

適用する技能士は、次表による。　　　　　　　　　　　　　 [1.7.2]

　　することも可能とする。 　　　　　　　　　　　　　　　［1.3.3］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［1.1.3］

　ただし、工場棟排水槽改修工事
京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

施設整備課

令　和　８　年　８　月

　ただし、プラント設備工事」

単価に記載の交通誘導警備員）工事期間中　延べ５名を配置する。

17

「京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000081830.html
https://www.wbgt.env.go.jp/
https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000081830.html
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発注図



　　　　　建築事務所」を記入する。
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改修工事特記仕様書－３

２　文　字

　　常用漢字を使用し、字体は角ゴシック、工事名称は５０㍉角、その他

　は４０㍉角とする。

３　大きさ

　　列間を１５㍉又は３０㍉、四辺の余白を５０㍉とし、文字数及び列数

　により、必要な寸法とする。

４　表　示

　　工事名称：工事請負契約書の工事名を記入する。

　　　　　建築事務所」を記入する。

　　施工：受注者名を記入する。

６　その他

　　記入例を参考にし、詳細については、監督員の指示による。
（記入例）

工事名称：京都市○○○○○○○○○○○○工事

発　注：京都市

　　　　△△△電気株式会社

　　　　◇◇◇設備株式会社

　　　　□□□建設株式会社　○○○工事事務所　電話075-***-****
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50
(余白)

文字数に合わせて，適宜，必要な寸法とする。(40or50×文字数)

施　工：□□□建設株式会社

50
(余白)

　　　　　ただし、○○○○○工事

　　　　　ただし、○○○○○工事

　　　　　ただし、○○○○○工事

５　色

　　地色は白、文字は、黒とする。

１　情報共有システムを用いる場合

　　「京都市都市計画局情報共有システム試行要領」によること。

２　情報共有システム以外で電子メールを用いる場合

　（１）受発注者間で電子メールの送受信を行う者を特定し、氏名、電

　　子メールアドレス及び連絡先を共有すること。

　（２）受信した電子メールについて、送信者の電子メールアドレスが

　　共有したものと同じであるか確認すること。

　在来部分、施工済み部分、未使用機器、材料等で汚損又は損傷の恐れの

あるものは、適切な方法で養生を行う。

　完成後、施設管理者に対し、完成図書に基づき機器の取扱いや操作方法

等の説明を行う。

　書面により行わなければならないとされている提出書類の受発注者間の

手続きにオンライン（情報共有システム又は電子メール）を利用する場合

は、１、２による。この場合、検査は、１の場合情報共有システムに保存

した電子データで、２の場合受注者が保管した電子データでそれぞれ行う

ものとする。

　　本工事で提出・提示・掲示する工事書類を以下の0～10及び工事書

　類一覧に示す。

　　受注者は「工事書類スリム化ガイド（営繕）」に基づき工事書類の

　簡素化を実施する。

　　※　提出に該当する工事書類は原則電子データで提出する。ただし、

　　　保証書及び協議により監督員から紙による提出が認められた書類

　　※　工事書類一覧を活用し、本工事で提出・提示・掲示が必要な書

　　※　成果物の提出は、ウイルスチェックを行った上で、電子データ

　　　を書き込んだDVD-R等により、監督員に２部提出する。

　　　については紙で提出する。

　　　工事書類スリム化ガイド（営繕）、工事書類一覧及び様式等につ

　　いては、以下のホームページを参照すること。

　　【営繕工事（建築・電気・機械）の様式等】
　　https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000239167.html

　　　類を工事着手前に監督員と協議すること。

０　契約締結前の書類

　・　建設リサイクル法第１２条第１項に基づく説明書
　　　（「22.資材の再資源化等に関する取扱い」の項目参照）

１　着工関係書類（契約締結後速やかに提出）

　・　現場代理人等通知書及び経歴書（資格者証の写し）
　　　（本市契約課受付後）

　・　実施工程表（マスター工程表）（「51.実施工程表（マスター

　　　工程表）」の項目参照）

　・　労働者災害補償保険関係書類（「46.労働者災害補償保険関係書類」

　　　の項目参照）

　・　請負代金内訳書（契約後速やかに提出）（47.「請負代金内訳書」

　　　の項目参照）

　・　建設工事保険又は組立保険の証券写し等（「9.工事保険」の項

　　　目参照）

　・　賠償責任保険の証券写し等（「9.工事保険」の項目参照）

　・　法定外の労災保険の証券の写し等（「10.法定外の労災保険」の項

　　　目参照）

　・　建設業退職金共済制度の掛金収納書（共済証紙を購入した場合）

　　　（「13.建設業退職金共済制度（建退共制度）」の項目参照）

　・　緊急連絡表（「48.緊急連絡表」の項目参照）

41. 養生

42. 引渡し説明

43. 工事書面の

　  取扱い

44. 工事書類一覧

　　及び提出方法等

　・　再生資源利用計画書、再生資源利用促進計画書（「21．建設副産物

　　　に関する取扱い」の項目参照）

　・　建設リサイクル法第１３条及び省令第４条に基づく書面の写し

　　　（「22．資材の再資源化等に関する取扱い」の項目参照）

　・　本市との契約書の写し（変更契約がある場合は変更契約書の写しを

　　　変更契約後に提出）

　・　週休二日取組み状況予定について記載した資料

　　　（「15.週休二日工事」の項目参照）

２　施工前に提出するもの

　・　解体等工事に係る事前調査説明書面（「24.発生材の処理等」の項
　　　目参照）

　・　施工体制台帳（「49.施工体制台帳」の項目参照）
　・　施工計画書（総合、工種別）（「50.施工計画書」の項目参照）

　・　施工図（「56.施工図等」の項目参照）

　・　工事打合せ簿

３　施工中及び施工後に提出するもの

　・　工事打合せ簿

　・　工程を記録したもの（現場閉所日を記載した三週工程表又は工事

      日報）

　・　交通誘導警備員の集計表（人数が少ない場合は交通誘導警備員の

　　　日報）（「37.交通誘導警備員」の項目参照）

　・　再生資源利用実施書、再生資源利用促進実施書（「21．建設副産

　　　物に関する取扱い」の項目参照）

　・　特定粉じん排出等作業完了報告書（「24.発生材の処理等」の項目

　　　参照）

　・　木材の合法性証明書及び出荷証明書(「57.材料の品質等」の項目

　　　参照)

　・　（完全週休二日及び月単位の週休二日の場合）月ごとに週休二日取

      組み状況実績を記載した書類（「15.週休二日工事」の項目参照）

　・　出荷証明書（搬入した材料の規格及び施工数量が工事写真等で確

　　　認できるものは不要）

　・　各種試験報告書（監督員が指示したもの）

　・　各種施工報告書（監督員が指示したもの）

 　　
　　貸与するＣＡＤデータの著作権は、京都市が保有している。

　また、貸与するＣＡＤデータは、当該工事における施工図又は完成図の

　作成のため以外に使用してはならない。

　　なお、ＣＡＤデータをデータ送付により貸与した場合は、受注者は工

　事終了後、当該データを削除しなければならない。

　（国土交通省大臣官房官庁営繕部）の最新版により作成し、レイヤの構

　成は、この作成要領(案)のレベル２を満足する。

２　図面等をＣＡＤにより作成する際は、建築ＣＡＤ図面作成要領(案)

すること。

　労働者災害補償保険関係書類は、次の１～５のいずれかを監督員に提出

４　完成時に提出するもの
　・　完成通知書

　・　完成図（提出内容は以下のとおりとする）（1.7.2）

　　・　製本見開き：※Ａ３（　）部・Ａ１（　）部・Ａ２（　）部

    ・　完成図ＰＤＦデータ

　　・　完成図・施工図ＣＡＤデータ（形式：ＳＸＦ又はｊｗｗ）

　　　出手続等」の項目参照）
　・　各種保証書（１年を超える保証があるものに限る）

　　　（施設管理者用1部）（屋根、防水及び樹木の枯補償について、

　　　各特記から提出が必要な保証書を確認する。）
　・　工事写真（「53.工事写真等」の項目参照）

　・　完成写真（「53.工事写真等」の項目参照）

　・　週休二日の最終達成状況が確認できるもの

　　　（「15.週休二日工事」の項目参照）

　・　廃棄物処理集計表

　・　建設業退職金共済制度掛金充当実績総括表（「13.建設業退職金共

　　　済制度（建退共制度）」の項目参照）

５　完成検査合格後に提出するもの

　・　引渡書

　・　前払金・出来高支払請求書

６　前払金請求のときに提出するもの

　・　前払金・出来高支払請求書

　・　保証証書（紙で提出する場合）正１部、副１部

　　　（電子証書を活用する場合は、保証確認サービス「D-Sure」に

　　　入力する保証契約番号及び認証キーを提出する）

７　中間前払金請求のときに提出するもの
　・　認定請求書

　・　工事履行報告書

　・　前払金・出来高支払請求書

　・　保証証書（紙で提出する場合）正１部、副１部

　　　（電子証書を活用する場合は、保証確認サービス「D-Sure」に

　　　入力する保証契約番号及び認証キーを提出する）

　・　認定調書の写し

８　部分払のための出来高検査を受けるときに提出するもの

　・　既済部分検査請求書

９　部分払請求のときに提出するもの

　・　前払金・出来高支払請求書

１０　その他

　・　監督員が特に指示するもの

45. CADデータの貸与

46. 労働者災害補償
　　保険関係書類

１　労働基準監督署長の労災保険成立証明書（原本）

２　労働保険事務組合長の労災保険加入証明書（原本）

３　労働保険料申告書（事業主控）の写し

４　労働保険料納付書（領収証書）の写し

５　労働保険料等口座振替結果のお知らせの写し

　受注者は、有事の際、監督員及び各事業所に即時連絡出来るように予め

連絡表を作成する。

号）及び国土交通省のホームページに掲載されている作成例を参考にする。

　受注者は、本工事を施工するために下請契約を締結する場合には、施工

体制台帳を作成する。また、作成に当たっては、「施工体制台帳の作成等

について」（最終改正：令和４年１２月２８日  国不建第４６６～４６７

　なお、施工体制台帳は工事現場に備えるとともに、写しを監督員に提出

する。

　また、施工体系図を工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所

へ掲示する。

　（施工体制台帳は、電子データに記録され、必要に応じて工事現場にお

備えることに代えることができる。なお、建設キャリアアップシステムに

より、監督員が施工体制台帳の記載事項を確認することができる場合は、

写しの提出を省略できる。）　　　　　　　　　　　 　　　　　(1.1.5)

２　元請の配置技術者（主任（監理）技術者）が資格を有することを証す

　　る書面の写し
３　元請の配置技術者（主任（監理）技術者）の雇用関係を証明できるも

　　のの写し

提出
※以下の２～５については、着工関係書類で提出済みの場合は提出不要

１　施工体系図の写し

」に準拠するとともに、同書式で定める細目別内訳まで作成する。（公共

建築工事内訳書標準書式については、国土交通省大臣官房官庁営繕部のホ

ームページを参照）

　なお、請負代金内訳書には材料費、労務費、法定福利費、安全衛生経費

及び建設業退職金共済契約に係る掛金を明示すること。

　「請負代金内訳書」は、「公共建築工事内訳書標準書式（令和７年改定）

いて紙面又は出力装置の映像面に表示される場合は、当該記録を持って

47. 請負代金内訳書

48. 緊急連絡票

49. 施工体制台帳

―――以下は２次下請以降があった場合に作成―――

　　こと）
　　（注文書・注文請書及び基本契約書又は基本契約約款等の写し）

５　元請の監理技術者補佐又は専門技術者を置いた場合は、雇用関係を証

　　明できるものの写し

６　施工体制台帳の写し

７　１次下請負人との契約書の写し（請負金額が表示されていること）

　　（注文書・注文請書及び基本契約書又は基本契約約款等の写し）

８　作業員名簿の写し（元請・１次下請）

９　再下請負通知書

10　２次以降の下請負人との契約書の写し（請負金額が表示されている

11　作業員名簿（２次下請以降）

１　工事の着手に先立ち、工事全般に関する総合的な計画をまとめた総合

　施工計画書を作成し、監督員に提出する。

２　品質計画、一工程の施工の確認及び施工の具体的な計画を定めた工種

　別の施工計画書を当該工事の施工に先立ち作成し、監督員に提出する。

　ただし、あらかじめ監督員の承諾を受けた場合は、この限りでない。

３　２の施工計画書のうち、品質計画に係る部分については、監督員の承

１　工事請負契約書第３条の規定に基づき、工事の着手に先立ち、関連工

  ける。        　　　　　　　

２　概成工期が特記された場合は、実施工程表等に概成工期、受電日、総

１　作業内容等を作業日ごとに記録し、逐次監督員に提出する。

２　工事請負契約書第１３条に基づく履行報告に用いる様式は、工程表等

    とする。

２　受注者は、工事写真の全部又は一部について、工事写真の小黒板電子

　情報化を行う場合、着工前に使用機器等に関して以下の(1)～(2)を監督

(1)必要な機器及びソフトウェア等については、写真撮影要領に示す必要

 　事項の電子的記入ができるもの。

　員に提示し、承諾を受けること。また、監督員への提出に先立ち、受注

　者は、チェックシステム（信憑性チェックツール）を搭載した写真管理

　ソフトウェアや工事写真ビューアソフトを用いて、撮影した工事写真の

　信憑性確認を行うこと。監督員が必要と認めた場合は、その結果を提示

　すること。

事写真は工事写真台帳に整理し、写真の元データとともに提出する。

箇所，完成状況の主要な箇所及び監督員が特に指示する箇所とする。工

工程の状況、地中障害物の状況等の施工後に外部から明視しがたい施工

監修）の写真例を参照し撮影する。撮影箇所は、着工前の状況，各施工

工事編及び解体工事編　令和５年版」（国土交通省大臣官房官庁営繕部

真は、「営繕工事写真撮影要領による工事写真撮影ガイドブック　建築

撮影要領」という。）により撮影を行い、工事写真台帳に整理する。写

１　原則として、「営繕工事写真撮影要領（令和５年版）」（以下「写真

４　元請の監理技術者補佐又は専門技術者を置いた場合は、資格を証明で

　　きるものの写し

50. 施工計画書

51. 実施工程表

 (マスター工程表)

52. 履行報告
　 （工事の記録等）

53. 工事写真等

 　を有するもの。

 　暗号リスト)」(ホームページhttps://www.cryptrec.go.jp/list.html

 　)に記載されている技術を使用した信憑性確認機能（改ざん検知機能）

３　完成写真

　※　一切の著作権は本市に帰属するものとする。

(2)「電子政府における調達のために参照すべき暗号のリスト(CRYPTREC

　　また、受注者は、本市及び本市が指定する第三者に対して著作者

　人格権を行使しないものとする。

　　なお、撮影を再委託する場合も同様とする。

(1) 提出様式

　・　提出を要しない。
　・　Ａ４カラー印刷（用紙１枚につき写真２枚程度）のうえ、フラッ

　　　トファイルに整理し、２部（データ共）監督員に提出する。

　・　カラープリント（DPE）のうえ、写真アルバムに整理したもの又は

　　　フォトアルバム（印画紙出力）を2部（データ共）監督員に提出す

　　　る。　　

　・　電子データ（JPEGフルカラー・圧縮率1/4程度。

　　　4500×3000ピクセル以上で画像補正をおこなったもの）

　・　電子データ（JPEGフルカラー。

　　　1280×960ピクセル以上かつ撮影したデジタルカメラの設定の

　　　うち最高の画質）

　諾を受ける。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[1.2.2] 

　合試運転調整に要する工程を明記する。　　　　　　　　      [1.2.1]

３　その他、工事記録等については、[1.2.4]による。　

（令和８年７月改定）

　　の比較（同ｱﾝｸﾞﾙ）

撮影対象

建物全景

室　　内

付帯施設

該当箇所

付帯施設

撮影枚数

３～４

各１～２

監督員指示による

各１～２

監督員指示による

　　完成のみ

　　着工前及び完成後

六価クロム溶出試験対象工種名及び検体数
工種名 工法名 検体数

　　　　　工 　　　　工法 配合設計段階　　検体

　　　　　工 　　　　工法 配合設計段階　　検体

本工事は、「六価クロム溶出試験」の対象工事であり、以下のとおり下

表に示す工種について、六価クロム溶出試験を実施し、試験結果（計量証

明書)を監督員に提出する。

なお、試験方法については、「セメント及びセメント系固化材を使用し

た改良土の六価クロム溶出試験実施要領（案）」（平成13年4月20日、国土

交通省通知）による。また、土質条件、施工条件等により試験方法、検体

数に変更が生じた場合は、監督員と協議し、設計変更の対象とする。

　　　　　工 　　　　工法 配合設計段階　　検体

施工図等を当該工事の施工に先立ち作成し、監督員の承諾を受ける。
[1.2.3]

１　工事に使用する材料が、設計図書に定める品質及び性能を有すること

の証明となる資料を、監督員に提出する。ただし、設計図書において

JIS又はJAS によると指定された材料で、JIS又はJASのマーク表示のある

材料を使用する場合は、この限りでない。

　　また、見本により決定するものは、施工前に見本品を提出し、あらか

じめ監督員の承諾を受ける。

ン購入法の基本方針の判断の基準に従い、「木材・木材製品の合法性、

持続可能性の証明のためのガイドライン」（林野庁　平成１８年２月

２　製材等、フローリング又は再生木質ボードを使用する場合は、グリー

１５日）に準拠した木材の合法性を証明する資料を監督員に提出する。

　ただし、「京都市認証木材（みやこ杣木）」を使用した材料はこの限り

でない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［1.4.2］

３　試験の供試体は、監督員の立会いのもと製作する。また、材料検査

及び施工検査に伴う試験は、公的試験所で行う場合を除き、原則として

　「京都市水共生プラン」に基づき、雨水の流出を抑制する施設を設置す

　また、施工の結果を工事写真等に記録する。

る工事のため、表示板を仮囲い等の見やすい場所に掲示する。

監督員の立会いを受ける。　　　　　　　　　　　　　　　　［1.4.5］

　関連工事等との全体の連動動作が、設計図書の意図した機能を満足す

ることを確認する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［1.7.7］

[1.8.1]による。

１　保全に関する資料は次のとおりとする。

　※　主要な材料・機器一覧表等

　・　保全に関する資料は標準仕様書で定める「建築物等の利用に関する

    説明書」とし、「建築物等の利用に関する説明書作成の手引き」（国

    土交通省）を参考に作成する。

２　資料の作成に当たっては、監督員と記載事項に関する協議を行う。

  また、作成後は監督員に内容の説明を行う。　　　　　　　　　[1.9.3]

54. 保全に関する
　　資料

55. 六価クロム

　　溶出試験

56. 施工図等

57. 材料の品質等

58. 工事検査

59. 水共生プランに

　　基づく表示板

　　設置

60. 総合試運転調整

(3) 撮影内容

(2) 撮影者は以下のとおりとする。

　・　任意　　　・　建築完成写真の撮影実績がある撮影業者

　ただし、工場棟排水槽改修工事
京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

施設整備課

令　和　８　年　８　月

　　監理：「京都市環境政策局○○○部○○○課」及び「●●●

　　　　　　及び電話番号も併せて記入する。

　　連絡先：「京都市環境政策局○○○部○○○課」及び「電話

　　　　　　０７５－２２２－○○○○」を記入するとともに、受注者名

　　発注：「京都市」と記入する。

　　設計：「京都市環境政策局○○○部○○○課」及び「●●●

設　計：京都市環境政策局○○○部○○○課　●●●事務所

監　理：京都市環境政策局○○○部○○○課　●●●事務所

連絡先：京都市環境政策局○○○部○○○課　電話075-222-○○○○

　事等の関係者と十分調整のうえ実施工程表を作成し、監督員の承諾を受

１　ＣＡＤデータの貸与を　・行う（データ形式：ＪＷＷ　）・行わない

　・　保全に関する資料（「54.保全に関する資料」の項目参照）

　・　関係官公署届出書類（副本又は写し）（「39.官公署その他への届
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章
枚の内

項　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項 章 項　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項

章 項　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項 章 項　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項

設計図　No.4

改修工事特記仕様書－４

61. 中東情勢の変化
    等による建設資
    材の流通状況を
    踏まえた設計
    変更

１　本工事は、ナフサ由来の建設資材のうち、中東情勢の変化等により供

　給の偏りや流通の目詰まりにより入手が困難となっている資材（以下

　「調達検討資材」という。）について、調達経路の変更等により別途必

　要となる経費（以下「別途調達経費」という。）を設計変更の協議対象

　とする工事である。 

２　調達検討資材は以下とする。これにより難い場合は、監督員と協議す

　るものとする。

　調達検討資材：塗料、防水材、断熱材、硬質ポリ塩化ビニル管、

　　　　　　　　構造用合板 

３　受注者は、次の①、②のとおり、調達検討資材について別途調達経費

　が必要となる場合には、事前に監督員に「調達検討資材に関する協議書

　（様式１）」を提出し、協議するものとする。ただし、迅速な対応が求

　められる場合には、口頭、ファクシミリ、電子メールなどで協議するこ

　とも可能とするが、事後、遅滞なく書面により協議するものとする。 

　①　調達検討資材の代替資材を調達した場合 

　②　設計図書どおりの調達検討資材を調達するために、流通状況を踏ま

　　　えた別途調達経費が必要となる場合（受注者が流通経路を見直して

　　　調達した場合も含む） 

４　設計変更に際し、受注者は、「調達検討資材に関する実施報告書（様

　式２）」、調達時期、購入数量、購入単価が記載された実際の取引伝票、

　見積書、請求書等（以下「証明書類」という）の資料を監督員に提出す

　る。 

５　妥当性が確認された別途調達経費について設計変更の対象とする。

　ただし、受注者の責めに帰すべき事由による増加費用については、設計

　変更の対象としない。 

６　本取扱による設計変更内容は、工事請負契約書第28条（スライド条項）

　の対象外とする。 

７　疑義が生じた場合は、監督員と協議するものとする。 

８　詳細については、下記ホームページ掲載の「中東情勢の変化に伴う建

　設資材の設計変更手続について（補足）」及び同ページ掲載の様式1、

　様式2に基づき手続きを行うこと。

　（https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000356033.html） 

（令和８年７月改定）

　ただし、工場棟排水槽改修工事
京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

施設整備課

令　和　８　年　８　月
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　金　属

足場を設ける場合は、「「手すり先行工法等に関するガイドライン」について」（厚生労働省

令和5年12月26日）の「（別紙）手すり先行工法等に関するガイドライン」により、「働き

　・Ｐ０Ｘ（※Ｘ－１　・Ｘ－２）

　・Ｌ４Ｘ（・Ｘ－１　※Ｘ－２）

特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章 項　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章 項　　　目

特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章 項　　　目

２
　
仮
　
設
　
工
　
事

1.　足　場　そ　の　他

枚の内

４
　
防
水
改
修
工
事

1.　降　雨　時　養　生

2.　防水改修方法の

　　種類及び工程

6.　塗膜防水

　　(ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ系)

4.　アスファルト防水

5.　合成高分子系

　　ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水

3.　既存防水層等の撤去及び
    既存下地の処理

7.　防水標識板

8.　保　　　証

9.　シーリング改修工事

10. シーリング用材料

1.　外壁のひび割れ，

　　欠損，浮き等の補修

　　の改修

4.　塗り仕上げ外壁等

3.　検　査　等

2.　外壁のひび割れ，欠損

　　浮き等の施工数量調査

11.　と　い

2.　下　地　調　整

1.　材　　料

１）外部足場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  [2.2.1(2)]

降雨などに対する養生は十分行い、万一雨漏りの場合は、受注者の責任で復旧する。　　[3.1.3(5)]

　※[3.1.3]により行う　　　・図示による

※改修工法の表示内容は以下により、適用箇所は図示による。　　　　　 　　　　　　 [3.1.4(1)]

①　分類　改修工法の表示内容は以下による。

　　　　　　　　○　　○　　○　　工法

　　　　　　　　　　　　　　　　　新規防水工法の種別による区分

５
　
外
壁
改
修
工
事

　　　　　　　　　　　　　　　　　既存の保護層及び防水層の撤去・非撤去による区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　既存防水工法による区分

②　既存防水工法による区分

Ｍ－露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水・改質ｱｽﾌｧﾙﾄ防水（断熱工法を含む）

Ｓ－合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水（断熱工法を含む）　

Ｌ－ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ系塗膜防水　　　　　

③　既存防水の保護層及び防水層の撤去・非撤去による区分

１－保護層及び防水層撤去

２－保護層撤去及び防水層非撤去（立上り部等は撤去）

３－露出防水層撤去

４－露出防水層非撤去（立上り部等は[表3.1.1]による）

０－保護層及び防水層非撤去(立上り部等は[表3.1.1]による)

④　新規防水工法の種別による区分

Ａ　－屋根保護防水密着工法　　　　　　　　　ＡＳ　－改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄ防水工法

Ｂ　－　同　上　　絶縁工法　　　　　　　　　ＡＳＩ－　　同　上 　防水絶縁断熱工法

ＡＩ－　同　上　　密着断熱工法　　　　　　　Ｓ　　－合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水工法

ＢＩ－　同　上　　絶縁断熱工法　　　　　　　ＳＩ　－　　同　上　　　　　　防水断熱工法

Ｃ　－屋根露出防水密着工法　　　　　　　　　Ｘ　　－ウレタンゴム系塗膜防水工法

Ｄ　－　同　上　　絶縁工法　　　　　　　　　Ｅ　　－屋内防水密着工法

ＤＩ－  同　上　　絶縁断熱工法　　　　　　　Ｙ　　－ゴムアスファルト系塗膜防水工法

１）既存防水の保護層や防水層等の撤去並びに新設する防水層の補修及び処置は［3.2.1］による。

２）工事中の漏水等により、建物等を汚損した場合は、受注者の責任において速やかに補修等を行う。

１）適用　　※下表による　　　・図示による　　　　　　　　　　　　　　[3.3.3(2)][3.3.3(4)]
 ・露出防水　　・Ｍ３Ｄ（・Ｄ－１　※Ｄ－２）　・Ｍ４Ｃ（・Ｃ－１　※Ｃ－２）

 ・屋内防水　　・Ｐ１Ｅ（・Ｅ－１　※Ｅ－２）　・Ｐ２Ｅ（・Ｅ－１　※Ｅ－２）

２）脱気装置の種類及び箇所数　　　　　　　　　　　　　　　　　　   [3.3.3(2)(ｲ)][3.3.3(3)]

　※ルーフィング類製造所の指定とする　　　・図示による　　　・設けない

１）適用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　[3.5.2(1)][3.5.3]

※Ｍ４Ｓ－Ｍ２（塩ビシート　機械的固定工法）　厚さ：1.5㎜以上　

・図示による

２）脱気装置の種類及び箇所数　　　　　　　　　　　　　　　　　　[3.5.3(1)(ｲ)][3.5.3(2)(ｲ)]

※ルーフィングシート製造所の指定とする　　　・図示による　　　・設けない

４）使用材料は性能が分かる資料を監督員に提出し、承諾を受ける。

２）脱気装置の種類及び箇所数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　[3.6.3(1)(ｲ)]

※主材料製造所の指定とする　　　・図示による　　　・設けない

２）記入事項：①仕様　②完成年月日　③材料及びメーカー名　④施工者住所電話番号他

３）シート防水・塗膜防水は別々の標識とする。ただし、塗膜防水の仕様は監督員との協議による。

１）保 証 書　　受注者、防水施工者、メーカーの三者連名とする。

工　　　　　　法 施　工　箇　所　等

・シーリング充填工法

・シーリング再充填工法

・拡幅シーリング再充填工法  拡幅する幅　　　(㎜)　深さ　　(㎜)

・ブリッジ工法

１）適用(JIS A 5758)　　※下表による　　・図示による　　　　　　　　　　　　　　[表3.7.1]

被　着　体　の　組　合　せ

２）接着性試験　※行う（※簡易接着性試験　・引張接着性試験）　　  　　・行わない 　[3.7.8]

　　　　　　　ただし、同じ材料の組合せで実施した試験成績書がある場合は、

　　　　　　　監督員の承諾を受けて、試験を省略することができる。
１）既存といの撤去及び降雨時の養生　　図示による。　　　　　　　　　　　　  　　[3.8.3(1)]

２）材　種　　・硬質ポリ塩化ビニル管（JIS K 6741）　　　　　　　　　 　[3.8.2(1)][表3.8.1]

　　　　　・硬質塩化ビニル雨どい（JIS A 5706）

　　　　　・配管用鋼管(JIS G 3452)　　　　　・ステンレス鋼板(JIS G 3320又はJIS G 4305)

本設計で見込んでいる補修数量は、図示による。

外壁のひび割れ、欠損、浮き等の補修を行う場合は、建築仕上診断技術者等専門的な知識を有する者

が外壁調査を行い、仕上別、改修工法別、壁面別（東西南北）、各階別及び築年別に施工数量を図示

した立面図等及び数量表を報告書（A2版又は監督員の指示による。）として、監督員に提出すること。

なお、本設計で見込んでいる補修数量に変更が生じた場合は、必要に応じて設計変更を行い、設計変

して提出する。

外壁のひび割れ、欠損、浮き等の補修については、補修専門業者の責任施工とする。補修工事着工前

に使用材料について監督員と協議を行い、補修完了後検査を受ける。

（補修工事に関する提出書類については、監督員の指示による。）

１）適用(JIS A 6909(建築用仕上塗材))　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  [4.1.5]

・薄付け仕上塗材　　　　　　・厚付け仕上塗材　　　・複層仕上塗材

呼 び 名 仕上げの形状 工　　法 備　　　考

・砂壁状
・外装薄塗材Ｅ ・吹付け

・ゆず肌状
  （ＡＥＲ）

・ゆず肌状
・ローラー

・さざ波状

・砂壁状 ・吹付け
・可とう形

・ゆず肌状
　外装薄塗材Ｅ ・ローラー

・さざ波状

※ゆず肌状
※ローラー※防水形 ・さざ波状

　外装薄塗材Ｅ
・凹凸状 ・吹付け

・外装薄塗材Ｓ ・砂壁状 ・吹付け

呼 び 名 仕上げの形状 工　　法 備　　　考

・外装厚塗材Ｃ ・吹放し
・吹付け

・凸部処理

・ひき起こし ・こて

・外装厚塗材Ｅ ・吹放し
・吹付け

・凸部処理

・ひき起こし ・こて

・ローラー

なお、外壁仕上塗材にアスベスト含有仕上塗材が使用されている場合は、「大気汚染防止法」及び

「石綿障害予防規則」に則した除去、処理を行うこと。

・可とう形改修塗材RE ・ローラー

・可とう形改修塗材CE

※アクリル系　　・ポリウレタン系　　・アクリルシリコン系　　・ふっ素系

・溶剤　　　・弱溶剤　　　※水系

・つやあり（　　分つや）　　　・つやなし

※補修する　　・補修しない

・変更する（・ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ　・防水形仕上塗材主材）　　　※変更しない

１）塗料のホルムアルデヒド放散量は、Ｆ☆☆☆☆とする。　　　　　　　　　 　 　　[7.1.3(1)]

２）防火材料の指定は、図示による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[7.1.3(2)]

３）使用材料は、性能が分かる資料を監督員に提出し、承諾を受ける。

既存塗膜の除去及び下地調整は、下表による。　　　　　　　　　　　　 　　　 　[7.2.1～7.2.7]

呼 び 名 仕上げの形状 工　　法 備　　　考

・複層塗材ＣＥ ・凸部処理
・吹付け

・複層塗材Ｓｉ

・複層塗材Ｅ
・ゆず肌状 ・ローラー

・複層塗材ＲＥ

・可とう形 ・凸部処理
・吹付け

　複層塗材ＣＥ ・凹凸状

・ゆず肌状 ・ローラー

・防水形複層塗材CE ・凸部処理
・吹付け

※防水形複層塗材Ｅ ・凹凸状

・防水形複層塗材RE ・ゆず肌状 ・ローラー
・可とう形改修塗材Ｅ ・平たん状 ・ローラー

・さざ波状

・ゆず肌状 ・吹付け

・可とう形改修用仕上塗材　　・マスチック塗材　　　・外壁用塗膜防水材

・図示による

２）薄付け仕上塗材　　下表による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　[表4.5.1]

３）厚付け仕上塗材　　下表による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　[表4.5.1]

４）複層仕上塗材及び可とう形改修用仕上塗材　　下表による。　　　　　　　　　　 　[表4.5.1]

複層仕上塗材の耐候性　　　　・耐候形1種　　・耐候形2種　　※耐候形3種　　  [4.5.2(3)]

複層仕上塗材及び可とう形改修塗材の上塗材の種類　　[表4.5.2]による。

５）既存塗膜の劣化部の除去、下地処理及び下地調整の工法　　　　　　　　　　　　　　 [4.5.4]

６）下地のひび割れ部等の補修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[表4.5.4～表4.5.7]

　木　　部（不透明塗料塗り）

　鉄　鋼　面

　亜鉛めっき鋼面

　モルタル及びプラスター面

６
　
塗
　
装
　
工
　
事 　木　　部（透明塗料塗り）

・凹凸状

・Ａ種　　　※Ｂ種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [7.7.2]

・Ａ種　　　※Ｂ種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [7.6.2]

6.　ＳＯＰ

7.　ＣＬ

8.　ＮＡＤ

9.　ＤＰ

（手すり先行工法）

やすい安心感のある足場に関する基準」に適合する手すり、中桟及び幅木の機能を有する足
場とし、足場の組立て、解体または変更の作業は、「手すり先行工法による足場の組立て等

定置する足場、作業構台等は、関連工事等の関係者に無償で使用させるものとする。

　　　

３
　
撤
去
工
事

1.　撤　去　範　囲 １）撤去範囲は図示による。

２）撤去は、監督員と十分打合せのうえ、騒音やほこりの発生等に十分注意する。

３）撤去範囲以外及び備品等を破損した場合は、受注者の責任において速やかに補修し、復旧する。

する。

なお、発生材及び工事用残材等は、1章18項から21項により、受注者の責任において適正に処理

３）歩行条件　　　・軽歩行以上（厚さ2.0mm）　・非歩行（厚さ1.5mm）

１）適用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　[3.6.3][表3.6.1][表3.6.2]

※下記による（JIS A 6021）高伸長形　 　・下記による高強度形　   ・図示による

　・Ｐ０Ｘ（※Ｘ－１Ｈ　・Ｘ－２Ｈ）

　・Ｌ４Ｘ（・Ｘ－１Ｈ　※Ｘ－２Ｈ）

１）SUS304製　180ｘ120　厚1.0　エッチング加工のうえコーティング仕上げ又は同等品

２）保証期間　　※10年　　　・5年　　　･(　　　　　)

提出した報告書により、監督員による立会い確認を行い、承諾を受ける。

・サンダー工法　※高圧水洗工法　・塗膜はく離剤工法　・水洗い工法(高圧水洗機　10MPa程度)

７）下地調整材の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　[4.5.4(2)][4.5.5]

3.　素地ごしらえ
適用部位

　木　　部（不透明塗料塗り） 　※Ａ種　　・Ｂ種

　・Ａ種　　※Ｂ種

　・Ａ種　　・Ｂ種　　※Ｃ種

種　　別

　木　　部（透明塗料塗り）

新規に塗装を行う場合の素地ごしらえは、下表による。　　　　　　　　 　　　 　[7.3.2～7.3.7]

　コンクリート及びALCﾊﾟﾈﾙ面（DP以外）

　せっこうﾎﾞｰﾄﾞ及びその他ﾎﾞｰﾄﾞ面

１）錆止め塗料の種別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [7.4.2]

鉄鋼面及び亜鉛めっき鋼面の錆止め塗料塗りは、以下による。　　　　　　　　　　       [7.4.1]4.　錆止め塗料塗り

　亜鉛めっき鋼面

　

　・Ａ種　　・Ｂ種

　・Ａ種　　※Ｂ種

　・Ａ種　　※Ｂ種

　せっこうボード、その他ボード面（上記以外）

　せっこうボード、その他ボード面（継ぎ目処理工法）

　・Ａ種　　※Ｂ種

　※Ａ種　　・Ｂ種

　・Ａ種　　・Ｂ種

　鉄　鋼　面（DP以外）

　鉄　鋼　面（DP） 　・Ａ種　　※Ｂ種　　・Ｃ種

　モルタル及びせっこうプラスター面

　コンクリート面、ALCﾊﾟﾈﾙ面（DP以外）

　押出成形セメント板及びDPにおけるコンクリート面

２）錆止め塗料塗り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　[7.4.3]

表示記号 名　　称 備　　考

ＳＯＰ 合成樹脂調合ペイント塗り JIS K 5516

ＣＬ クリヤラッカー塗り JIS K 5531

JIS K 5572

5.　塗　装　記　号

木部　　　　・Ａ種（新規外部(多孔質広葉樹の場合を除く)）　　　　　　　　　　　　　 [7.5.2]

　　　　・Ｂ種（新規内部(多孔質広葉樹の場合を除く)、塗替え）　　・Ｃ種

鉄鋼面　　　　　　・Ａ種(新規)　　　※Ｂ種(新規又は塗替え)　　・Ｃ種　　　　　　　 [7.5.3]

亜鉛めっき鋼面　　※Ａ種（鋼製建具塗替え）　※Ｂ種（新規、その他塗替え）　・Ｃ種　 [7.5.4]

　コンクリート（DP）及び押出成形ｾﾒﾝﾄ板面

　・ＲＡ　　※ＲＢ（劣化部分は除去）　・ＲＣ

　・ＲＡ　　・ＲＢ（劣化部分は除去）　・ＲＣ

　・ＲＡ　　※ＲＢ（劣化部分は除去）　・ＲＣ

　・ＲＡ　　※ＲＢ（劣化部分は除去）　・ＲＣ

　・ＲＡ　　※ＲＢ（劣化部分は除去）　・ＲＣ
　・ＲＡ　　※ＲＢ（劣化部分は除去）　・ＲＣ

　・ＲＡ　　・ＲＢ（劣化部分は除去）　・ＲＣ

　・ＲＡ　　※ＲＢ（劣化部分は除去）　・ＲＣ

適用部位 種　　別

ｺﾝｸﾘｰﾄ面及び押出成形ｾﾒﾝﾄ板面　　　・Ａ－１種　・Ａ－２種　（上塗り１級）　　　　　 [7.8.4]

　　　　　　　　　　　　　　　　　・Ｂ－１種　・Ｂ－２種　（上塗り２級）　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　・Ｃ－１種　・Ｃ－２種　（上塗り３級）　　　　　　　　 

鉄鋼面　　　　　　　　上塗り等級　※１級　　・２級　　・３級　　　　　　　　　　　 [7.8.2]

亜鉛めっき鋼面　　　　上塗り等級　※１級　　・２級　　・３級　　　　　　　　　　　 [7.8.3]

JIS K 5670ＮＡＤ

JIS K 5659/5658ＤＰ 耐候性塗料塗り

つや有合成樹脂エマルションペイント塗り JIS K 5660

ＥＰ 合成樹脂エマルションペイント塗り JIS K 5663

合成樹脂エマルション模様塗料塗り

ＵＣ ウレタン樹脂ワニス塗り JASS 18 M-301/-502

JIS K 5533/5531ＬＥ

アクリル樹脂系非水分散形塗料塗り

ラッカーエナメル塗り

ＯＳ オイルステイン塗り

ＷＰ 木材保護塗料塗り JASS 18 M-307

ＦＯ フロアーオイル塗り

JIS K 5668

ＳＴ JASS 18 M-306

ＥＰ－Ｇ

ＥＰ－Ｔ

2.　養　　　生

4.　工事用水･電力

5.　監督員事務所

3.　仮設物撤去等

３）防護シート等による物体落下物防止設備　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [2.2.1(2)(ｱ)]

※防護シート（JIS A 8952　防炎Ⅰ類　ﾅｲﾛﾝ製）　・幅木　 ・防護棚（朝顔）　・図示による

４）仮囲い　　※図示による（詳細は、打合わせのうえ、決定する。）

５）仮設間仕切り　　　※Ａ種　　・Ｂ種　　・図示による　　　　　　　　　　　　　　 [2.3.2]

６）材料、撤去材等の運搬方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[2.2.1(4)]

・B種(ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ等)　　・C種(既存ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ)　　・D種(既存階段)　　・E種(登り桟橋等)

１）既存部分の養生（既存家具等含む）　　　　　　※ビニールシート、合板など　　　 [2.3.1(3)]

２）固定された備品、机、ロッカー等の移動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[2.3.1(5)]

・行う（図示による）　　　・行わない

工事で使用した敷地内の非舗装部分は、必要に応じて山砂敷き均しのうえ、ローラー転圧を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [2.5.1]

既存施設　　※施設管理者と打合せの上利用できる　　　（※有償　・無償）
・利用できない

・設置する　　　※設置しない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　[2.4.1]

　　所有する架空電線

　　への防護措置

・　施工は防護管施工会社にて実施すること。

・　防護管施工会社との協議は受注者にて実施すること。

・　防護措置に係る費用は本工事に含む。

・　詳細については監督員と協議のうえ、決定すること。

6.　関西電力送配電が

に関する基準」の２の（１）手すり据置方式又は(２)手すり先行専用足場方式により行う。

Ｐ－保護ｱｽﾌｧﾙﾄ防水（断熱工法を含む）

ガ　ラ　ス

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆ

ﾙ樹脂形材

(樹脂製

建具)

　石

　コンクリート

Ａ　Ｌ　Ｃ

押出成形

セメント板

水回り

タイル

アルミニウム製建具等の工場シール

　金　属

　コンクリート

　ガラス

　石、タイル

　ＡＬＣ

　押出成形セメント板

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ樹脂形材（樹脂製建具）

コンクリート

ガラス

石、タイル

　ＡＬＣ

押出成形セメント板

　ガラス

　石

　プレキャストコンクリート

　打継目地

　ひび割れ誘発目地

　石、タイル

　ＡＬＣ

　押出成形

　セメント板

　ＡＬＣ

　押出成形

　セメント板

浴室・浴槽

キッチン・キャビネット回り

洗面・化粧台回り

　タイル（伸縮調整目地）

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

シーリング材の種類

記号 主成分による区分

MS-2 変成シリコーン系

SR-1 シリコーン系

MS-2 変成シリコーン系

MS-2 変成シリコーン系

PU-2 ポリウレタン系

MS-2 変成シリコーン系

MS-2 変成シリコーン系

SR-1 シリコーン系

MS-2 変成シリコーン系

MS-2 変成シリコーン系

PU-2 ポリウレタン系

MS-2 変成シリコーン系

SR-1 シリコーン系

MS-2 変成シリコーン系

PS-2 ポリサルファイド系

MS-2 変成シリコーン系

PS-2 ポリサルファイド系

PU-2 ポリウレタン系

PS-2 ポリサルファイド系

MS-2 変成シリコーン系

PU-2 ポリウレタン系

変成シリコーン系

MS-2 変成シリコーン系

PU-2 ポリウレタン系

MS-2 変成シリコーン系

SR-1

PS-2 ポリサルファイド系

MS-2

MS-2

MS-2

シリコーン系（防かびタイプ）

外壁乾式工法の目地

上記以外の目地

変成シリコーン系（ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞﾀｲﾌﾟ）

変成シリコーン系（ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞﾀｲﾌﾟ）

ａ）鉄　鋼　面（ＥＰ－Ｇ）　　・As種（屋外、屋内）　※Bs種(屋内)

ピグメントステイン塗り

ａ）鉄 　鋼　 面（SOP.EP-G）  ・A種(新規見え掛り)　・B種(新規見え隠れ)　・C種(塗替え)

ｂ）鉄 　鋼　 面（DP）　　  　・A種(新規)　　      ・B種（塗替え） 　   ・C種

ｃ）亜鉛めっき鋼面（SOP.EP-G）・A種(新規鋼製建具)　・B種(新規)　　　　　・C種(塗替え)

ｂ）亜鉛めっき鋼面（ＳＯＰ）　・Az種（屋外、屋内）　・Bz種(屋外、屋内)　・Cz種(屋内)更に必要となる施工数量を図示した図面等は、PDFデータ(データ形式は監督員の指示による。）と

（令和８年７月改定）

工法は、以下による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [3.1.4(3)][表3.1.2]

監督員事務所の仕様
種 別 規 模 備品等（参考）

 【監督員用備品】※（　）名分
10㎡  軍手、長靴、ヘルメット、雨合羽、懐中電灯、１号 程度

 墜落制止用器具（フルハーネス型）

 【その他】

 衣類ロッカー、机及び椅子（スチール）、打合せ机、書棚、白板、20㎡２号  冷暖房機器、冷蔵庫、消火器、掛時計、標準仕様書、建築工事管理指針、程度
 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

備品の詳細については、監督員と協議をする。

監督員事務所の仕上げの程度
仕上げの程度部 位 等

床 合板張り、ビニル床シート張り又はカーペット敷き

内壁、天井 合板又はせっこうボード張り、合成樹脂エマルションペイント塗り（天

井には断熱材を入れること。）

仕様の詳細については、監督員と協議する。

設計図　No.5

改修工事特記仕様書－５

　ただし、工場棟排水槽改修工事

令　和　８　年　８　月

施設整備課

京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

２）内部足場　※脚立　・単管ステージング（階段室）　・枠組棚足場　・図示による　 [2.2.1(3)]
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特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章 項　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章 項　　　目

特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項項　　　目

枚の内

章

１）塗装場所の気温及び湿度並びに結露の状況等に注意して施工を行う。　　　　　 　　　[7.1.6]
２）降雨のおそれのある場合又は強風時は、原則として、作業を行わない。

３）塗装面の周辺に汚損を与えないように、塗装箇所の周辺に適切な養生を行う。

４）換気に注意して、溶剤による中毒を起こさないようにする。

５）火気に注意して、爆発、火災等の事故を起こさないようにする。

・Ａ種　　　※Ｂ種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[7.13.2]

・Ａ種　　　※Ｂ種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[7.11.2]

10.　ＥＰ－Ｇ

11. ＥＰ

12. ＵＣ

13. ＷＰ

14. 施工管理

屋内の木部　　新規（多孔質広葉樹の場合を除く）　　　※Ａ種　　・Ｂ種　　・Ｃ種　 　[7.9.3]

屋内の鉄鋼面　　　・Ａ種(新規)　　　※Ｂ種(新規又は塗替え)　　　・Ｃ種　　　　　　 [7.9.4]

屋内の亜鉛めっき鋼面　　　※Ａ種(新規)　　・Ｂ種(新規又は塗替え)　　・Ｃ種　　　 　[7.9.5]

・Ａ種(新規)　　　※Ｂ種(新規又は塗替え)　　・Ｃ種　　　　　　　　　　　　　　  　[7.10.2]

　　　　　　　塗替え（洗面所等の水回りを除く）　　　・Ａ種　　※Ｂ種　　・Ｃ種　 　[7.9.3]

　　　　　　　・Ａ種(新規)　　　※Ｂ種(新規又は塗替え)　・Ｃ種　　　　　　　　 [7.9.2]
ｺﾝｸﾘｰﾄ面、押し出し成形ｾﾒﾝﾄ板面、ﾓﾙﾀﾙ面、せっこうﾌﾟﾗｽﾀｰ面、せっこうﾎﾞｰﾄﾞ面、その他ﾎﾞｰﾄﾞ面

（令和８年７月改定）

設計図　No.6

改修工事特記仕様書－６

京都市北部クリーンセンター大規模改修工事
　ただし、工場棟排水槽改修工事

施設整備課

令　和　８　年　８　月
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6,000

京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

記

事

１７枚の内 枚の内設計変更 № 設 計 図 №
ただし、工場棟排水槽改修工事

縮尺
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注 意 事 項

１

LPG庫

煙突

危険物保管庫

工場棟

工事対象建物

駐輪場

車庫棟

・

灯

小屋

・

・

C

・

・

・

E

標

・

・

・

E

・

・

Ｎ

Ｉ

Ｉ

１／１０,０００

工事場所：京都市右京区梅ケ畑高鼻町２７番地

ＧＭ

・

警備室棟

Ｎ

車両入口から

車両出口へ

車両入口

車両出口

凡　例

資材等の搬出入　出入口を示す。

工事車両通行ルート

付近見取図

８

７

７

４

６

施工にあたり、監督員・施設管理者との協議を日々十分に行い、施設運営に支障をきたさないように配慮すること。

作業時間は、原則８時３０分から１７時までとし、入退場時間は事前に監督員と協議すること。（準備、後片付け等を含む。）

その際は、本工事の工事名称や運転手連絡先を記載したものをダッシュボード等に掲示すること。

また、資材置場、搬出入経路及び施工時期等の詳細について、各種工事等と調整のうえ、監督員と協議し、決定すること。

３

２

５

なお、関連施設においても大規模改修を実施しているため、駐車場の利用については、事前に関連施設及び監督員と協議すること。

８

また、これ以外の時間に作業が発生する場合は、事前に監督員と協議すること。

通勤用車両は、近隣にある関連施設（徒歩１０分程度）にて８台程度の駐車場を確保しているため、そちらを利用すること。

北部クリーンセンター及び北部資源リサイクルセンターは京都市のごみ処理及び資源ごみリサイクル処理を行う施設であり、

本工事期間中も施設は稼働している。また、本工事期間中、プラント設備の大規模改修を実施しているため、施設関係者だけで

なく、関連する工事関係者に対しても安全対策を徹底すること。

（令和９年１月中旬から４月中旬までは焼却炉の停止を予定しているが、ごみ及び資源ごみの受け入れは実施）

ごみ搬入車両

ごみ搬入車両

リサイクル関係車両

ただし、監督員と協議を行い使用範囲を決定すること。

ＧＭ
交通誘導員の配置位置を示す。（適宜移動）

超高圧水洗浄を行う際の工事車両使用範囲を示す。

大型車両の進入等においては、必要に応じて増員すること。

関係車両通行ルート
ごみ搬入及びリサイクル

資材の搬入はごみ搬入車両及びリサイクル関係車両の動線に支障が出ないように計画すること。万が一支障が出る作業等が発生

する場合は、原則２か月前には監督員に報告し、協議すること。

本施設の交通ルールを厳守し、ごみ搬入車両やリサイクル関係車両、工事車両等との交錯など無いように十分注意すること。

6,000

リサイクル関係車両

凡例に記載のある車両使用範囲以外は、敷地内（周辺道路を含む）に駐車できるスペースは無いものと考えること。そのうえで、

施工のため車両を敷地内に駐車、待機させる必要がある場合は、事前に協議すること。

９

応じて、バリケードフェンス等を設置するなど安全面に配慮すること。

マンホール及び資材置場等の周囲をカラーコーン等により区画し、安全管理に留意すること。また、それ以外の場所にも必要に

復旧すること。

本施設には、エレベーターが設置されているが、使用については、監督員と協議のうえ決定すること。

本施設及び通路等を汚損及び損傷させることのないように留意し、汚損又は損傷させた場合は、受注者の責任で速やかに現状

工事中における周辺への騒音、臭気、粉じん等について、十分注意すること。

１０

１１

１２

大型車の場内運行や大量の足場材・資材の搬出入時等は、交通誘導員を配置すること。（ポンプ車入場時、ポンプ車バキューム車

入替時、バキューム車退場時、資材搬入時、資材搬出時の５日を想定しているが、詳細は監督員との協議により決定すること。）

ＧＭ

車両進入不可

ＥＶから資材等を搬出入する。

防火水槽　４０ｔ

リサイクル関係車両

uetch865
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京都市北部クリーンセンター大規模改修工事
１７枚の内 枚の内設計変更 № 設 計 図 №

ただし、工場棟排水槽改修工事
縮尺

令 和 　 　 年 　 　 月 令 和 　 　 年 　 　 月８仕上表・工事スケジュ－ル －

施設整備課
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特記事項

工事スケジュ－ル(参考）

３月12月 １月 ２月 ４月
工事内容

20 20 20 20 2010 10 10 10 10

仮設工事等

排水槽等
防食塗装改修

・本工事期間中も水槽内に排水が流入する可能性があるため、必要に応じて、

　仮設ポンプによる排水槽間の排水移送等を行うこと。

プラント設備工事

仮設足場撤去

記

事

　防食塗装（見積先参考）

・株式会社エービーシー商会

・株式会社ビルケン

・株式会社コスモ建材工業

※ 上記における「別途工事」には、本工事に直接大きく関係する内容のみを記載しているが、その他にも並行して工事が進められていることに十分に留意すること。

炉立下げ 炉立上げ

配管切替

槽内への排水流入停止期間

仮設足場設置

別途工事

　（なお、記載している時期等は予定である。）

排水槽　改修仕上表排水槽　既存仕上表

防食塗装Ａ：ビスフェノール系ビニルエステル樹脂系防食材防食塗装ａ：富士レジン工業株式会社　ポリクリートＨＱ

防食塗装ｂ：富士レジン工業株式会社　フジフレーク

排水槽内仕上 排水槽内仕上
階 階排水槽名 排水槽名備　　考 備　　考

床 床壁（柱・梁共） 壁（柱・梁共）天井 天井

防食塗装ｂ ※
地 地

防食塗装ｂ ※下 下

２ ２防食塗装ｂ ※

階 階

※　天井面は高圧水洗浄のみとする。

防食塗装ａ

防食塗装ａ

防食塗装ａ 防食塗装ａ

防食塗装ａ

防食塗装ａ 防食塗装Ａ

防食塗装Ａ

防食塗装Ａ 防食塗装Ａ

防食塗装Ａ

防食塗装Ａ

欠損部補修欠損部補修
ポリマーセメントモルタル充てん工法

100×100×30　　10ヵ所（洗煙排水原水槽　B面　斜線部）

超高圧ポンプ車、沈砂槽等設置

クラック補修

※防食塗装で使用する塗材の下地材料として使用可能な材料を選定すること。

資材運搬

・排水槽内の天井及び壁の改修時は、足場（安全手すり共）を設置のうえ、

　安全管理に留意すること。

　共有や調整を行いつつ、施工すること。また、工期の短縮に努めること。

　が行われている。プラント設備工事へ影響を及ぼさないよう、予定工程の

・本工事期間中、施設のプラント設備において大規模改修工事（別途工事）

８

８

（検査手直し含む）
水槽内作業可能期限（3/26）

槽内水抜き清掃、配管切替

※ 施設の状況及びプラント設備工事の工程を踏まえて、監督員と協議のうえ、本工事の工程を決定すること。
※ 工程上、各水槽の仕上り時期に差が生じる場合、「洗煙排水原水槽」、「プラント系原水槽」、「濃縮汚泥貯槽」の順に仕上げること。

洗煙排水原水槽

濃縮汚泥貯槽

プラント系原水槽 プラント系原水層

洗煙排水原水層

濃縮汚泥貯槽

・作業にあたっては、酸素欠乏症等防止規則、有機溶剤中毒予防規則、その他

　関係法令を遵守し、作業者の資格確認、十分な換気設備の設置、防毒マスク

　などの安全器具の使用など、作業場所及びその周辺における中毒や火災、臭

　気を防ぐための措置を講じること。

　内部へ進入しなければならないため、搬入できる足場材を選定すること。

・地下２階の各排水槽については、マンホール（直径９０cm）から

　防食塗装施工要領

・標準施工手順（詳細はメ－カ－仕様による）

水抜き（別途、本市が発注する委託業者にて実施）→高圧水洗浄（床・壁・天井）→

・床、壁の既存塗膜は全て撤去すること。

既存塗膜オーバーレイ部研磨→下地処理（超高圧水洗浄）→下地調整→防食塗装

・壁上端部の防食塗装がめくれる可能性がある場合は、天井面（天端面）

　まで巻き込んで塗装するなどの対策を講じること。

・高圧水洗浄や下地処理（超高圧水洗浄）時に発生する水は、指定された排水溝まで

　仮設ポンプにて移送したうえで排水すること。また、下地処理（超高圧水洗浄）時に

　ように調整した後、指定排水溝に放流すること。

　発生する水は、沈砂槽等を設置し、不純物を取り除くとともに、ｐＨ８程度となる

濃縮汚泥貯槽

プラント系原水槽

洗煙排水原水槽

濃縮汚泥貯槽

プラント系原水槽

洗煙排水原水槽

クラック幅0.2mm以上
　　　　　1.0mm以下

Ｕカットシール材充てん工法：可とう性エポキシ樹脂

uetch865
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設計変更 № 枚の内

令 和 　 　 年 　 　 月
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ただし、監督員と協議を行い使用範囲を決定すること。
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縮尺

施設整備課

京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

ただし、工場棟排水槽改修工事

８工場棟　地上１階平面図 １/３００
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施設整備課

設計変更 № 枚の内

令 和 　 　 年 　 　 月

京都市北部クリーンセンター大規模改修工事
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凡　例

資材等の搬出入ルートを示す。

ただし、監督員と協議を行い使用範囲を決定すること。

資材等の搬出入　出入口を示す。

縮尺

枚の内№設 計 図

令 和 　 　 年 　 　 月８１/３００
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10
,0

00
8,

00
0

9,
00

0
4,

50
0

4,
50

0
4,

50
0

4,
50

0
4,

50
0

4,
50

0
4,

50
0

4,
50

0
12

,0
00

6,
00

0

81
,0

00

5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 8,000 7,500 7,500 4,500

60,500 27,500 24,000 34,400

4,500 19,500 12,000 10,500 4,000 7,900

1,600

上部MH

吹抜を利用し、地下１階から

超高圧水洗浄を行う際の配管ルートを示す。

超高圧水洗浄を行う際の工事車両使用範囲を示す。

階段を利用し、地下２階へ

８

１０

uetch865
発注図



1
/
1
0
0

1
/
2
0
0

1
/
3
0
0

1
/
5
0
0

1/100

1/200

1/300

1/500

0

0

0

5 10

2010
10 20 30

10 20 30 40 50

5
1
0

1
0

2
0

00 0

1
0

2
0

3
0

5
0

4
0

3
0

2
0

1
0

Ａ２

枚の内№設 計 図

令 和 　 　 年 　 　 月
縮尺
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設計変更 № 枚の内

令 和 　 　 年 　 　 月

京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

ただし、工場棟排水槽改修工事
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設計変更 № 枚の内

令 和 　 　 年 　 　 月

ただし、工場棟排水槽改修工事記

事

汚泥濃縮槽

洗煙系キレート
反応槽

二重壁立上り

SL+150天端

マンホ－ル
900φ

濃縮汚泥貯槽
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濃縮汚泥貯槽 濃縮汚泥貯槽

Ｙ０７Ｘ０３

Ｘ０３

濃縮汚泥貯槽

Ａ面　展開図 １／５０

二重壁立上り

SL+150天端

Ｙ０６

Ｙ０５

１／５０Ｂ面　展開図

１／５０Ｃ面　展開図

マンホ－ル
900φ

Ａ

Ｄ

Ｃ

Ｂ

洗煙系第１混和槽

窯場を示す

防食塗装　補強を行う。

アングルピース：150×150×100

※　配管支持材　

洗煙排水原水槽

洗煙系第１反応槽

凡　例

枚の内№設 計 図
縮尺

京都市北部クリーンセンター大規模改修工事
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１７

令 和 　 　 年 　 　 月工場棟　地下２階　排水槽詳細図（１）

床・壁：既存防食塗装　浮きを確認した範囲

防食塗装改修範囲を示す。
（なお、各床・各壁・各天井面は高圧水洗浄
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　　　　　　　　天井：5ｍ

※　配管支持材　６２ヵ所

※　配管支持材　１２ヵ所

クラック補修　　　床：5ｍ
　　　　　　　　　壁：5ｍ
　　　　　　　　天井：5ｍ

　を行うこと。）
（また、壁・天井面の作業のため、槽内に棚
　足場を設置することを想定している。）
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洗煙排水原水槽
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１／５０Ｂ面　展開図

洗煙排水原水槽
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洗煙排水原水槽

１／５０Ｄ面　展開図

１／５０Ａ面　展開図

凡　例

縮尺

施設整備課

設計変更 № 枚の内

令 和 　 　 年 　 　 月

京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

ただし、工場棟排水槽改修工事
枚の内№設 計 図

令 和 　 　 年 　 　 月８1/50

１７

工場棟　地下２階　排水槽詳細図（２）

洗煙排水原水槽
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床・壁：既存防食塗装　浮きを確認した範囲

防食塗装改修範囲を示す。
（なお、各床・各壁・各天井面は高圧水洗浄
　を行うこと。）

（欠損部補修100×100×30　10か所）

（また、壁・天井面の作業のため、槽内に棚
　足場を設置することを想定している。）

uetch865
発注図



1
/
1
0
0

1
/
2
0
0

1
/
3
0
0

1
/
5
0
0

1/100

1/200

1/300

1/500

0

0

0

5 10

2010
10 20 30

10 20 30 40 50

5
1
0

1
0

2
0

00 0

1
0

2
0

3
0

5
0

4
0

3
0

2
0

1
0

Ａ２

枚の内№設 計 図
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施設整備課

設計変更 № 枚の内

令 和 　 　 年 　 　 月

京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

ただし、工場棟排水槽改修工事
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工場棟　地下２階　排水槽詳細図（３）
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マンホ－ル
900φ

地下２階平面図 １／５０

プラント系原水槽
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900φ
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１／５０Ａ面　展開図

Ｘ０７Ｘ０８
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プラント系原水槽
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900φ

１／５０Ｄ面　展開図１／５０Ｃ面　展開図

凡　例
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防食塗装改修範囲を示す。
（なお、各床・各壁・各天井面は高圧水洗浄
　を行うこと。）
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（また、壁・天井面の作業のため、槽内に棚
　足場を設置することを想定している。）
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設計変更 № 枚の内

令 和 　 　 年 　 　 月
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枚の内№設 計 図京都市北部クリーンセンター大規模改修工事

８

１７

令 和 　 　 年 　 　 月

汚泥濃縮槽

洗煙系キレート
反応槽

2,
00

0

Ｙ０７

Ｙ０６

マンホ－ル
900φ

Ａ

Ｄ

Ｃ

Ｂ

洗煙系第１混和槽

洗煙系第１反応槽

2,250

3,
71

5

1,
71

5

5,
15

0

30
0

300

300

1,
25

0

35
0

4,
50

0

1,
82

5

1,450

950 950

22
5

22
5

20
0

2,
02

5
2,

02
5

20
0

Ｘ０４Ｘ０３

5,500

窯場

50
A

50
A

50
A

50
A

50A

部分詳細図参照
Ａ Ａ

Ａ Ａ

Ａ Ａ

Ａ Ａ
フランジ止め×4か所

濃縮汚泥貯槽

ＢＣ

濃縮汚泥貯槽

Ｘ０３

１／５０

300

3,
65

0

350 3003,500

4,300

20
0

15
0

50
A

凡　例

：曝気配管　HIVP

※太線は撤去・更新、細線は既設を表す。

１／５０地下２階曝気配管図

・配管末端はフランジ止めとする。

Ａ

50A

50A 50A

既設架台再利用

配管架台撤去・更新

30
0～

40
0

既設架台再利用

30
0～

40
0

既設架台再利用

30
0

Uﾎﾞﾙﾄ(ﾅｯﾄ,ﾜｯｼｬ-共) SUS製

等辺山形鋼(SUS製) 等辺山形鋼(SUS製)

Uﾎﾞﾙﾄ(ﾅｯﾄ,ﾜｯｼｬ-共) SUS製

Uﾎﾞﾙﾄ(ﾅｯﾄ,ﾜｯｼｬ-共) SUS製

既設架台再利用

等辺山形鋼(SUS製)

Uﾎﾞﾙﾄ(ﾅｯﾄ,ﾜｯｼｬ-共) SUS製

１／１０

Ａ Ｂ Ｃ

HIVP50

10キリ

ディフューザー×20

サドル×20

１／５

※サドル固定用のビスについては、SUS316Lを使用すること。

部分詳細図

BSN-6000（既存）同等品に更新

1/50、1/10、1/5
縮尺

配管支持　参考図

配管架台撤去・更新

Ａ Ａ′

Ａ－Ａ′断面図

BD-2（50A用）（既存）同等品に更新

既存配管接続

８

4.
45

4.
45 1.91.450.

38

2.
16

0.
3

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）　　令和7年版
・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）令和7年版

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）　　令和7年版

図面に記載されていない事項は、次の国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の仕様書等による。

１５
ただし、工場棟排水槽改修工事

地下２階曝気配管図（濃縮汚泥貯槽）

（濃縮汚泥貯槽）

・配管支持・固定金具については、異種金属による腐食の生じないように全てSUS製とする。
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設計変更 № 枚の内

令 和 　 　 年 　 　 月

ただし、工場棟排水槽改修工事記

事

枚の内№設 計 図京都市北部クリーンセンター大規模改修工事
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１７

令 和 　 　 年 　 　 月

１／５０地下２階曝気配管図

・配管末端はフランジ止めとする。
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凡　例

：曝気配管　HIVP

※太線は撤去・更新、細線は既設を表す。
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BD-2（既存）同等品に更新
※サドル固定用のビスについては、SUS316Lを使用すること。

BSN-6000（既存）同等品に更新

１／５部分詳細図

部分詳細図参照
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・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）　　令和7年版
・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）令和7年版
・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）　　令和7年版

図面に記載されていない事項は、次の国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の仕様書等による。

１６

・配管支持・固定金具については、異種金属による腐食の生じないように全てSUS製とする。

uetch865
発注図
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設計変更 № 枚の内

令 和 　 　 年 　 　 月

ただし、工場棟排水槽改修工事記

事

枚の内№設 計 図京都市北部クリーンセンター大規模改修工事
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令 和 　 　 年 　 　 月1/50、1/10、1/5
縮尺

※サドル固定用のビスについては、SUS316Lを使用すること。

BSN-6000（既存）同等品に更新

１／５部分詳細図
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・配管末端はフランジ止めとする。

凡　例

：曝気配管　HIVP

※太線は撤去・更新、細線は既設を表す。

（プラント系原水槽）
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・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）　　令和7年版
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図面に記載されていない事項は、次の国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の仕様書等による。

１７

地下２階曝気配管図（プラント系原水槽）

・配管支持・固定金具については、異種金属による腐食の生じないように全てSUS製とする。
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